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要  旨 

 

時間的分散を伴う交通需要マネジメント（TDM）施策には，時差出勤制・フ

レックスタイム制のような勤務形態の変更や，イベント終了後の混雑分散のた

めの小イベントの実施，高速道のピーク時から時刻をずらす活動機会の提供な

どがあり，混雑緩和や環境負荷軽減，施設・設備の有効利用などへ大きな効果

があることが示されている 1)．しかしながら，時差出勤制の導入の検討がされた

り社会実験が行われたりするものの，本格実施に至らない数多くの例が示すよ

うに，適用が十分に進んでいるとはいえない． 

 
この問題に対し既存研究では，時間的分散を促進するために，トリップに関

する時刻選好を様々な形で分析している．例えば，希望到着時刻との差による

不効用で説明したり，勤務前と勤務の各効用和の 大化で説明したりするもの

がある．しかし，勤務時間帯が変更されたときに，前後の時空間プリズムの大

きさが変更になり，1 日全体のスケジュールや活動の実行可否がどのように変更

になるのかを提示し，個人に認知してもらった上で，個人のスケジュールの調

整をしてもらうというアクティビティ・マネジメントの視点が欠落している点

に問題がある．アクティビティ・マネジメントとは，活動パターンや時空間的

な再調整が必要になる TDM 施策実行時に，個人が活動機会を十分に把握し，

個々の活動スケジュールを望ましいように調整することと本研究では定義する．

このようなアクティビティ・マネジメントにより，施策実行時に，個人が受容

できるスケジュールを認知してもらうことができれば，施策導入がよりスムー

ズになり，適用性が大きく向上することが期待できる． 

 
このように，施策導入時の活動の実行可否や 1 日全体のスケジュールを認知

してもらった上で，スケジュールに関する選好を回答してもらうことはきわめ
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て重要であるにもかかわらず，既存研究でいくつかの例はあるものの，適用は

あまり進んでいない．その理由としては，膨大な選択肢集合の中から代替案を

限定して提示する方法が確立していないこと，個人個人の異なる代替スケジュ

ールを効率よく提示することが難しかったことが挙げられる．前者の問題に関

しては，スケジュールの提示は行われていないものの，交通需要予測の分野で

は，代替スケジュールを生成する様々なモデルが提案されている．これらのモ

デルの中には，現実の行動を忠実に再現するプリズム制約を考慮したモデルも

多数開発されており，スケジュールに関する情報提供にもきわめて有効なもの

であると考えられる．後者の問題に関しては，近年の情報技術の発展により可

能になった Web を用いることにより，個人個人に合わせた情報提供のできる応

答型のツールが開発され，適用できると考えられる． 

 

以上の背景をもとに，本研究では，時間的分散を伴う TDM 施策の適切な評価

のために，施策導入時の個人の活動機会への影響を認知させ，個人が受容でき

るスケジュールを提示する手法の開発とそのアクティビティ・マネジメントへ

の有用性の検証を行うことを目的とする．アクティビティ・マネジメントの様々

な適用例のうち時差出勤制をケーススタディする．研究の方法としては，次の

三点を示すことで，個人が受容できるスケジュールを提示する手法の開発とそ

のアクティビティ・マネジメントへの有用性の検証を行った． 

 1 日の職場往復のスケジュールを提示することの有効性の検証 

 1 日の職場往復のスケジュールに加え，現状の活動機会の可否，さらには

典型的な日には行っていないが希望している活動（追加活動）の実行可否

を提示できるアクティビティ・シミュレーターの開発 

 上記のシミュレーターを利用することの有効性の検証 

 

まず，ピーク時の自動車通勤者をオフピーク時の公共交通にシフトさせるこ

とができれば個人にも社会にも望ましいと考えられることから，勤務形態変更

と交通手段変更に関する施策をセットで導入した際の通勤行動の選好について，

1 日の職場往復のスケジュールを示すことで意向をより正確に捉えることが可

能になることを示した．検証するにあたっては，希望するスケジュールからの

ずれ（スケジュールコスト）の有無による各スケジュールの効用を計測し比較

することで有用性を明らかにした．本章ではモビリティ・マネジメントの理論

を用い，現状の交通ネットワークで情報提供をした場合，パーク・アンド・バ

スライド（P&BR）システムを整備した場合，P&BR を整備した上で P&BR を含む公

共交通利用者を対象に時差出勤制を認めるような政策を導入した場合のそれぞ

れについて，時刻変更やモーダルシフトがどの程度起きるのか定量的に分析を
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行った．分析を行うに際し，Web 応答型の通勤シミュレーターを開発し用いた．

現在定時勤務を行っており自動車通勤者が多い官公庁で調査を行った結果，個

人の実際の勤務時間に合わせて通勤・帰宅の様々な交通手段と勤務時間帯の組

み合わせに関する情報提供をすることで，より効果的に個人のスケジュールや

交通手段に関する選好を捉えられることが確認できた．また政策的には，現状

のネットワークで情報提供をした場合，庁舎間直行バスを運行してパーク・ア

ンド・バスライドを導入した場合に比べ，公共交通や庁舎間直行バスを利用す

る際に時差出勤制度を認めた場合の方が，交通手段の転換を希望する人が多く

存在することがわかった．  

 

次に，自動車通勤をしている人を対象にした 1 日のスケジュールに加え，現

状の活動の実行可否および典型的な日には行っていないが希望している活動

（追加活動）の実行可否を明示的に示すような Web ベースの応答型アクティビ

ティ・シミュレーターを開発した．個人が典型的な一日について活動スケジュ

ール等を入力すると，現在行っている活動が勤務形態変更時に実行可能かどう

か判定し，可能な場合にはスケジュールがどのように変化するのかを提示し，

さらに追加活動が実行可能かどうかを判定する点が特徴である．さらに交通所

要時間や渋滞情報も合わせて提示した．スケジュールに関する情報提供は，代

替可能なスケジュールが膨大に存在すること，スケジュール自体の情報量が多

いことから難しいとされる．本研究では代替可能なスケジュールに関しては，

自宅滞在時間が も長い（移動時間と待ち時間が も少ない）スケジュールで

代表させることによって，現実的なスケジュールを生成し提示した．また表示

項目を，各活動場所での出発・到着時刻，自宅滞在時間，起床・就寝時刻，渋

滞の有無に限定することによって，膨大な情報量を抑えた．このアクティビテ

ィ・シミュレーターを用いることで，個人は勤務形態変更時のスケジュールや

活動実行可否についてより正確に認知することができ，時差出勤制をより合理

的な判断ができるようになるメリットがある． 

 
後に，開発した Web 応答型のアクティビティ・シミュレーターを用いるこ

との有効性を検証するために，当時時差出勤制度を導入していなかった官公庁

の自動車通勤者を対象に，時差出勤に関する意向を尋ねる調査を行った．シミ

ュレーターの利用前後で同一の時差出勤に関する意向を尋ね比較した．その結

果，勤務形態変更時のスケジュールや現状の活動および追加活動の実行可能性

の認知は必ずしも正確になされておらず，シミュレーターを用いることで，勤

務形態の変更による個人の活動への影響がより正確に認知され，アクティビテ

ィのマネジメントが効率的に行えることが示された．特に，追加活動の実行可
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否に関しては認知が低く，シミュレーター利用の効果が大きいことが確認でき

た．次に実務的には，勤務形態の変更に関するニーズが明らかになった．具体

的には，時差出勤制の導入は，既存事例では同じ人が毎日行うような時差出勤

制度の導入が多いものの，今回の調査から週 1 回などといった部分的な導入を

希望するニーズが多いことが明らかになった．また勤務時間帯の繰り上げ，繰

り下げという観点からは，どちらも同等程度のニーズがあり，時差出勤制が導

入されても一切利用したくない（毎日現状の定時勤務が良い）とした人は意外

に少ないものであることが示された． 後に，勤務形態の変更の導入が個人の

生活にどのように影響するのか分析した．具体的には，勤務時間帯を変更した

場合の現状の活動の実行可否や追加活動の実行可否に影響がでて，その結果が

時差出勤に関する意向に大きな影響を与えていることを明らかにした． 

 

以上により,本研究では，時間的分散を伴う TDM 施策の適切な評価のために，

施策導入時の個人の活動機会への影響を認知させ，個人が受容できるスケジュ

ールを提示する手法の開発を行い，その有用性を明らかにした．さらに，TDM
施策のケーススタディとして取り上げた時差出勤制に関する選好の分析を行い，

望ましい時差出勤制の導入方法についての新たな知見を得た． 
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第 1章 序章 

 

 本章では，1.1 節で研究の背景，1.2 節で研究の目的，1.3 節で研究の構成を

述べる． 

 

1.1 研究の背景 

 
時間的分散を伴う交通需要マネジメント（TDM）施策には，時差出勤制・フ

レックスタイム制のような勤務形態の変更や，イベント終了後の混雑分散のた

めの小イベントの実施，高速道のピーク時から時刻をずらす活動機会の提供な

どがあり，混雑緩和や環境負荷軽減，施設・設備の有効利用などへ大きな効果

があることが示されている 1)．しかしながら，時差出勤制の導入の検討がされた

り社会実験が行われたりするものの，本格実施に至らない数多くの例が示すよ

うに，適用が十分に進んでいるとはいえない． 

 
この問題に対し既存研究では，時間的分散を促進するために，トリップに関

する時刻選好を様々な形で分析している．例えば，希望到着時刻との差による

不効用で説明したり，勤務前と勤務の各効用和の 大化で説明したりするもの

がある．しかし，勤務時間帯が変更されたときに，前後の時空間プリズムの大

きさが変更になり，1 日全体のスケジュールや活動の実行可否がどのように変更

になるのかを提示し，個人に認知してもらった上で，個人のスケジュールの調

整をしてもらうというアクティビティ・マネジメントの視点が欠落している点

に問題がある．アクティビティ・マネジメントとは，活動パターンや時空間的

な再調整が必要になる TDM 施策実行時に，個人が活動機会を十分に把握し，

個々の活動スケジュールを望ましいように調整することと本研究では定義する．

このようなアクティビティ・マネジメントにより，施策実行時に，個人が受容

できるスケジュールを認知してもらうことができれば，施策導入がよりスムー

ズになり，適用性が大きく向上することが期待できる． 

 
このように，施策導入時の活動の実行可否や 1 日全体のスケジュールを認知

してもらった上で，スケジュールに関する選好を回答してもらうことはきわめ

て重要であるにもかかわらず，既存研究でいくつかの例はあるものの，適用は

あまり進んでいない．その理由としては，膨大な選択肢集合の中から代替案を

限定して提示する方法が確立していないこと，個人個人の異なる代替スケジュ

ールを効率よく提示することが難しかったことが挙げられる．前者の問題に関
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しては，スケジュールの提示は行われていないものの，交通需要予測の分野で

は，代替スケジュールを生成する様々なモデルが提案されている．これらのモ

デルの中には，現実の行動を忠実に再現するプリズム制約を考慮したモデルも

多数開発されており，スケジュールに関する情報提供にもきわめて有効なもの

であると考えられる．後者の問題に関しては，近年の情報技術の発展により可

能になった Web を用いることにより，個人個人に合わせた情報提供のできる応

答型のツールが開発され，適用できると考えられる． 

 
 
1.2 研究の目的 

 
以上の背景をもとに，本研究では，時間的分散を伴う TDM 施策の適切な評価

のために，施策導入時の個人の活動機会への影響を認知させ，個人が受容でき

るスケジュールを提示する手法の開発とそのアクティビティ・マネジメントへ

の有用性の検証を行うことを目的とする．アクティビティ・マネジメントは，

様々な適用例が考えられるが，本研究では時差出勤制をケーススタディする．

研究の方法としては，次の三点を示すことで，個人が受容できるスケジュール

を提示する手法の開発とアクティビティ・マネジメントへの有用性の検証を行

う． 

 1 日の職場往復のスケジュールを提示することの有効性の検証 

 1 日の職場往復のスケジュールに加え，現状の活動機会の可否，さらには

典型的な日には行っていないが希望している活動（追加活動）の実行可否

を提示できるアクティビティ・シミュレーターの開発 

 上記のシミュレーターを利用することの有効性の検証 
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1.3 研究の構成 

 
本論文の構成を図 1に示す． 

 第 1 章では，本研究の背景と目的について記した．  

 第 2 章では，時間的分散を伴う TDM 施策の促進のために既存研究が行ってい

る通勤時刻の選好分析に関する研究，TDM とモビリティ・マネジメント（MM）

についてレビューを行い，アクティビティ・マネジメントの必要性を整理する．

また，アクティビティ・マネジメントのツールとなる応答型調査の動向，アク

ティビティ・マネジメントを適用する勤務形態変更に関するレビューを行う．  

第 3 章では，ピーク時の自動車通勤者をオフピーク時の公共交通にシフトさ

せることができれば個人にも社会にも望ましいと意識のもと，勤務形態変更と

交通手段変更に関する施策をセットで導入した際の通勤行動の選好について，1

日の職場往復のスケジュールを示すことで意向をより正確に捉えることが可能

になることを示す． 
第 4 章では，現状の典型的な日の活動の実行可否や典型的な日には行ってい

ないが希望している活動（追加活動）の実行可否を認識してもらうことが重要

との意識のもと，1 日の職場往復のスケジュールに加えこれらの情報を明示的に

示すような Web 応答型のアクティビティ・シミュレーターを開発する． 

第 5 章では，第 4 章で開発した Web 応答型のアクティビティ・シミュレータ

ーを用いることの有効性を検証するために時差出勤制度の導入を想定した勤務

時間帯に関する意向を尋ねる調査を行う． 

後に第 6章では，本研究の結論と今後の課題をまとめる． 
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図 1 研究の構成 

  

第 1 章 研究の背景と目的 

第 2 章 既存研究の整理 

 アクティビティ・マネジメントの必要性 

 応答型調査 

 勤務形態の変更 

第 4 章 勤務形態変更時の現状行っている活動および追加活動の実行可能性を提

示する Web 応答型のアクティビティ・シミュレーターの開発 

 典型的な日に行っている活動スケジュールと希望する追加活動を入力すると，

勤務形態変更時の現状行っている活動および追加活動の実行可否を提示 

第 3 章 １日の職場往復に関するスケジュールを提示する情報提供の有用性 

 交通手段の選択要因と制約 

 現状の交通ネットワークで情報提供をした場合の交通手段分担の変化 

 庁舎間直行バスを導入した場合の交通手段分担の変化 

 公共交通利用者に時差出勤を認めた場合の交通手段分担の変化 

 １日の職場往復に関するスケジュールを提示する情報提供の有用性の検証 

第 5 章 勤務形態変更時の現状行っている活動および追加活動の実行可能性に関

する情報提供の有用性 

 勤務形態変更に関するニーズとその要因分析 

 現状行っている活動および追加活動の実行可否に関する情報提供の有用性の

検証 

第6章 結論と今後の課題 
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第 2章 既存研究と既存事例の動向の整理 

 
 本章では，既存研究と既存事例の動向をいくつかの分野に分けてレビューす

る．2.1 節ではスケジュール選択に関するレビューを行いアクティビティ・マネ

ジメントの必要性を整理する，2.2 節では本調査で用いる手法，応答型調査につ

いて扱う．2.3 節では本論文でケーススタディした勤務形態変更に関する研究の

レビューと事例整理を行う．  

 
 
2.1 アクティビティ・マネジメントの必要性 

 

第 1 章で述べたとおり，時間的分散を伴う交通需要マネジメント（TDM）施

策は，混雑緩和や環境負荷軽減，施設・設備の有効利用などへ大きな効果があ

ることが示されているが，適用が十分に進んでいるとはいえない．この問題に

対し既存研究では，時間的分散を促進するために，トリップに関する時刻選好

を様々な形で分析している．2.1.1 では従来の時刻の選好分析を，2.1.2 ではア

クティビティ・ベースト・アプローチの出現による時刻選好の分析を，2.1.3 で

は分析の枠組みの段階性と発展性についてレビューをし，2.1.4 で交通需要マネ

ジメントとモビリティ・マネジメントとの比較について言及し，2.1.5 でアクテ

ィビティ・マネジメントの必要性を述べる． 

 
 
2.1.1 従来の時刻の選好分析 

 
通勤者の一部の勤務時刻をずらすことで，ピーク時交通量の平準化を図る時

差出勤制度は，大規模なインフラ投資なしに道路混雑を緩和する効率的な TDM
施策である．そのためトリップの時刻の選好に関する分析は古くから行われて

きた． 
図 2 のような 3 つの出発時刻の選択を考える．B は，到着希望時刻付近に到

着するが旅行時間が長い．一方，A・C は，旅行時間は短いが，希望到着時刻（PAT）
から離れているため不効用が発生するというものである．この不効用をスケジ

ュールコストといい，図 3 のように表せる．このように旅行時間とスケジュー

ルコストのトレードオフによって出発時刻を分析したものとして，例えば

Small2)の研究がある．また Hendrickson and Plank3)は，スケジュールコスト

を図 3 のような線形ではなく非線形の関数として分析を行っている． 
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PAT

A

B

C

時刻

RAT

RAT自宅 通勤 職場

PAT: Preferred Arrival Time
RAT: Realized Arrival Time

 
図 2 出発時刻選択の例 

 
 
 
 
               不効用 

 
 
 
 
 
 
                  PAT 
 

図 3 スケジュールコスト 
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2.1.2 アクティビティ・アプローチの出現と時刻選好の分析 

 
アクティビティ・ベースト・アプローチ（Activity-based Approach）は，人

間活動アプローチ（Human Activity Approach）や交通・活動関連分析

（Travel-Activity Analysis）などとも呼ばれ，1977 年の the 3rd International 
Conference on Travel Behavior で，交通行動分析研究を進めるにあたってこの

方法論が重要なであると世界的に認識された 4)-8)．交通を活動の派生需要として

扱い，交通をその真の文脈の中で捉える点が利点である．アクティビティ・ベ

ースト・アプローチでは，交通行動を「活動の選択結果としての移動」として

捉えているところに従来のトリップベースのアプローチとの明確な違いを見出

せる．  
 近年では，このアクティビティ・ベースト・アプローチに基づいた時刻選好

の分析を行った研究がある 9)-12)．これらの研究は，スケジュールコストを旅行

の前後の活動効用から算出し，時刻選好を明らかにしている．すなわち，図 4
のように，通勤の前後の活動，すなわち，自宅内の活動と勤務活動の限界効用

の差で表現したものである．これは，勤務後の活動が朝の通勤の時刻選択に影

響を与えている場合などが考慮できない問題がある． 

 
 
 
 

時刻

dU/dt 自宅

通勤時間なしの場合

職場

PATRAT

△U

 
図 4 旅行前後の活動から算出するスケジュールコスト 
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2.1.3 分析の枠組みの段階性と発展性 

 
一概にアクティビティ・ベースト・アプローチといっても，どの段階まで活

動を考慮した分析を行うかは様々である．Jones13)は，従来のトリップベースの

アプローチから始まるアプローチの概念を次の五つの段階に分けて表現した

（図 5）． 
(a) 従来のトリップ単位のアプローチ 
(b) 交通連鎖構造の分析 
(c) 自宅外活動パターンの分析 
(d) 自宅内外の統合活動パターン 
(e) 時間・空間以外の要素を入れたアプローチ 

 既存研究では，2.1.1 と 2.1.2 で示したとおり，トリップの旅行時間と希望到

着時刻とのトレードオフや，トリップ前後の活動効用，そして段階的な選択を

用いて，時刻選好を分析している．しかし，本来 Jones の示したとおり，1 日

全体の様々な活動が出発時刻の選好に影響を与えていることは明らかである．

出発時刻の選好をより的確に捉えるには，Jones の示したより深い段階の分析，

すなわち 1 日全体の活動スケジュールを考慮していくことが不可欠である． 

 
このように 1 日全体の活動スケジュールが重要視されるにあたって，時空間

上で活動スケジュールを表現することが提案されてきた 14)．また，観測された

活動のパターンがどのように決定されたか説明するアプローチが生まれた．代

表的なものとしては，都市計画の立場から「選択」を強調する Chapin の研究 15) 

16)と時間地理学の立場から「制約」強調する Hägerstrand17)がある．前者が活動

は人々の価値観を反映した選択の結果であるとみなし手いるのに対し，後者は

生理学的要素，経済学的要素，文化的要素とその空間そのものの性質により影

響される選択上の時間・空間的制約を強調した．Hägerstrand は次の 3種類の制

約を提案した． 

① 能力の制約（Capability Constraint）：人の能力は生理学的要因と人が

利用可能な手段の容量によって制限される． 

② 結合の制約（Coupling Constraint）：人々，道具，原材料などがある場

所である時点にともに存在しなければならない． 

③ 権力の制約（Authority Constraint）：ある時点にある場所に人々がいて

はならない 
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(a) 従来のトリップ単位のアプローチ        (b) 交通連鎖構造の分析 

 

 
(c) 自宅外活動パターンの分析 
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(d) 自宅内外の統合活動パターン 

 

 
(e) 時間・空間以外の要素を入れたアプローチ 

 

図 5 交通行動分析アプローチの段階性 
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この研究のポイントは，個人の活動が時間・空間上連続的に存在すること，場

所移動に伴う時間消費が示すように空間次元は時間次元により表現可能であり，

時間と空間の間に相互作用があることを認知したことである図 6 のように，空

間軸と時間軸を垂直にとり，人の活動経路である時空間パスを描く．固定活動

と移動速度を記述することにより，自由時間にどの場所でどれだけの時間活動

が出来るかを時空間プリズムで表した．  
 またこのプリズムの概念を用いて，出発時刻の選好をプリズムがもつ効用か

ら説明するモデルも開発された 18) 19)．これは基本的な定常的生活パターンがあ

り，そこに可能な時空間プリズムが描かれ，その描かれたプリズムの効用を

も大きくするような活動スケジュールを個人が選ぶと仮定したものである． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 時空間パスと時空間プリズムの概念 

時間 

空間 

時空間プリズム 

（活動できる範囲） 

固定活動 

固定活動 
時空間パス 

自由時間 

移動速度 
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2.1.4 交通需要マネジメント（TDM）とモビリティ・マネジメント（MM） 

 
 交通需要マネジメント（TDM）は，日本では 1990 年代初めに本格的な議論

が始まり，当初は建設省道路局の交通円滑化対策の中で新しい試みとして取り

上げられた．そして，道路整備の長期構想に位置づけられ，マニュアルができ

てきた．太田 20)は TDM の定義を， 
道路新設などの交通施設設備や交通信号制御などによる道路交通

管理など，道路交通システムの供給側への対策に対して，交通需要

側の対策の総称 
としている．また具体的な TDM の内容として， 

狭義では発生する交通についての利用交通手段の変更（モーダル

シフト）や時刻の変更（時差出勤）など交通の仕方について直接的

に影響を与えようとする施策を指す． 
広義では，交通発生の原因となる土地利用の配置，都市計画・政

策など長期的な施策が含まれる． 
としている．また一方で，国土交通省は TDM の定義として， 

 車の利用者の交通行動の変更を車の利用者の交通行動の変更を促

すことにより，都市や地域レベルの道路交通混雑を緩和する手法 
としている． 

 
 モビリティ・マネジメント（MM）は，モビリティ・マネジメントの手引き

21)によると， 
 ひとり一人のモビリティ（移動）が，社会的にも個人的にも望ま

しい方向に自発的に変化することを促す，コミュニケーションを中

心とした交通施策 
であると定義される．この MM は TDM の一種であると位置づけられ 

 自発的な行動変化を期待する 
 人々の意識や習慣といった社会的・心理的要素に配慮する 
 大規模かつ個別的なコミュニケーションを主体とした施策 

であることが特徴である．したがって，従来の（狭義の）ＴＤＭが十分検討し

ていなかった交通需要の背後にある人々の態度・価値にかかわる行動要因に踏

み込んだことが新しいとされる．なお，日本 TDM と MM の一般的な定義・展

開は欧米と日本で若干異なる．くわしくは太田の論文を参照されたい． 
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 TDM が社会的に望ましい方向へ交通行動を誘導するのに対し，MM は社会に

だけでなく，個人にも望ましい方向へ誘導しているのが特徴である．本研究で

対象としている勤務形態の変更のような，活動パターンや時空間的な再調整が

必要になる TDM 施策を行う際には，MM のような個人に働きかけてスケジュ

ールに関する意識の変容を促す視点が重要であると考えられる． 

 
 
2.1.5 アクティビティ・マネジメントの必要性と本研究での定義 

 
勤務時間帯が変更されると，前後の時空間プリズムの大きさが変更になり，1

日全体のスケジュールや活動の実行可否が変化する．このような変化を個人に

認知してもらった上で，時刻選択の選好をとらえることは極めて重要なことで

ある．このように，活動パターンや時空間的な再調整が必要になる TDM 施策実

行時に，個人が活動機会を十分に把握し，個々の活動スケジュールを望ましい

ように調整することをアクティビティ・マネジメントと本研究では定義する．

既存研究の勤務時間帯の選好の分析には，アクティビティ・マネジメントの視

点が欠落している点に問題がある．アクティビティ・マネジメントにより，施

策実行時の個人が受容できるスケジュールを認知してもらい，個人の 1 日のス

ケジュールの調整をした上で勤務時間帯の選好を捉えることができれば，施策

導入がよりスムーズになり，適用性が大きく向上することが期待できる．また，

このアクティビティ・マネジメントは，個人にとってよりよいスケジュールの

実現が可能になることから，個人の生活をより豊かにする（QOL 向上の）観点

からも重要である． 
 なお，アクティビティ・マネジメントには，社会全体のアクティビティをマ

ネジメントする視点と，個人のアクティビティをマネジメントする視点がある

と考えられる．本研究では，主に個人のアクティビティのマネジメントについ

て議論をする．個人にとって望ましいアクティビティ・マネジメントがどのよ

うなものか明らかになることで，MM のような社会にも個人にも望ましいマネ

ジメントの方向性が明らかにできると考えられるからである． 
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2.2 応答型調査 

 
 個人に勤務時間帯変更時の 1 日全体のスケジュールや活動の実行可否を認知

してもらった上で勤務時間帯選択の選好を捉えるアクティビティ・マネジメン

トでは，個人に合わせたスケジュールを作成する必要があるため，応答型調査

が非常に有用であると考えられる．本節ではアクティビティ・マネジメントを

行う上で有効なツールであると思われる応答型調査についてレビューを行う．

2.2.1 では応答型調査の種類と特徴を，2.2.2 ではゲーミング・シミュレーショ

ンを，2.2.3 では応答型調査の発展性について，2.2.4 では既存研究で開発され

たシミュレーターに関するレビューを行う． 

 
 
2.2.1 応答型調査の種類と特徴 

 
 応答型手法は，鈴木 22)によれば，「調査対象者の個別の状況に合わせて質問す

る手法」と定義され，調査を繰り返して実施する「準応答型」と，調査時点で

即座に対応する（完全な）「応答型」の 2 種類に分けられる．準応答型は，調査

を一度実施し，その情報を次の調査に反映させる方法である．第 2 段階の調査

を行うことで，第 2 段階目の調査対象者のふるいわけをすることができるのに

加え，第 1 段階目の調査の回答に合わせて第 2 段階目の質問を作成することが

できるメリットがある．問題点としては，対応は通常は 1 回に限定されるため

柔軟な対応が困難である点が挙げられる．一方の応答型は，調査時点で即座に

対応する方法である．前の質問に対する回答に応じて以降の質問内容や質問構

成を自由に変更できる柔軟性があることが特徴である． 
 また調査時に調査協力者のもとへ訪問するか否かの分類として，調査実施時

に調査員が調査協力者のもとへ訪問して調査を行う「Computer-Assisted 
Personal Interviewing（CAPI）」と，調査実施時には調査員は調査協力者のも

とへ訪問せずコンピューター等の媒体のみが調査協力者に接触する

「Computer-Assisted Self-Interviewing（CASI）」に分けられる．CAPI は，質

問の回答方法の操作を調査員が行うため誤入力が少なくなることや調査協力者

が質問したいことがある場合に容易に対応できるメリットがあるが，大サンプ

ルの調査は行いにくいという欠点がある．一方の CASI は大サンプルの調査で

も容易にできるメリットがある． 
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2.2.2 ゲーミング・シミュレーション 

 
ゲーミング・シミュレーションの起源は，Oxford 大学の Transport Studies 

Unit によって開発された Household Activity-Travel Simulator（HATS）23)で

あるとされる．地図上に現状の世帯全員の一日の移動パターンを図示し（図 7），
時間軸上には在宅活動，移動，外出活動の三分類して，活動内容を記録する．

そして，ある施策が行われた際に，世帯のメンバー全員の活動パターンを，メ

ンバー全員で話し合いをして決める．このようなシミュレーションを行うこと

によって，交通行動のメカニズムのより深い理解を得られる利点がある．HATS
以外にも Brog et al.による Situational Approach24)，Phifer et al.による

Response to Energy and Activity Constraints on Travel（REACT）25)，Burnett 
et al.による HIG26)，Ahmed et al.による研究 27)などがある． 
以上の研究はペーパーベースでのシミュレーションであったが，コンピュー

ター技術の発展に伴い，近年ではコンピューターベースのシミュレーションが

行われている．例えば，自動車利用の意思決定に着目した Lee-Gosselin et al.
による Car Use Patterns Interview-Game（CUPIG）28)や，電気自動車の需要

をシミュレートした Kurani et al.による Purchase Intentions and Range 
Estimation Games（PIREG）29)などがある．また HATS のように個人のスケ

ジュールをシミュレーションしたものでは，高齢者の自動車の同乗可能性を分

析するために開発された大森ら.の Simulation Model for Activity Planning
（SMAP）30) 31)がある．SMAP は，HATS の理論をコンピューター上で再現し，

地理情報システム（GIS）を導入したものである．時間軸上には在宅活動，移動，

外出活動の三分類して，活動内容を記録し，ある施策が行われた際に，世帯の

メンバー全員の活動パターンを，メンバー全員で話し合いをして決める（図 8）．
この点では HATS と同様であるが，コンピューター上でシミュレーションを行

うことによって，代替可能スケジュールが瞬時に出せ，ペーパーベースに比べ

調査が格段にしやすくなり，調査協力者の負担も減っている．さらに Ohmori et 
al32)は，SMAP-L という旅行計画支援システムを構築し，これを用い庄司 33)は

観光スケジューリングの過程を分析した． 
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図 7 Household Activity Travel Simulator (HATS) 

 

 
図 8 Simulation Model for Activity Planning (SMAP) 
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このようにゲーミング・シミュレーションはもともと，ある施策を行った場

合の活動の実行可否を正確に把握し，施策が行われた際にどのような行動をす

るか，交通行動のメカニズムを分析する手法として開発されたものであった．

その一方で，この手法は交通行動のメカニズムの理解以外にも，教育目的や SP
調査の精度向上に，利用が可能であることが古くから指摘されていた．教育目

的の例としては，大森ら 34)の，SMAP-E と呼ばれる，学生に活動と交通の関係

を理解させるためのツールの開発が挙げられる．SP調査の精度向上については，

適用が非常に遅れている．その理由としては，膨大な選択肢集合の中から代替

案を限定して提示する方法が確立していないこと，個人個人の異なる代替スケ

ジュールを効率よく提示することが難しかったことが挙げられる．前者の問題

に関しては，スケジュールの提示は行われていないものの，交通需要予測の分

野では，PCATS-RUM35)や Albatross36)など代替スケジュールを生成する様々な

モデルが提案されている．これらのモデルの中には，現実の行動を忠実に再現

するプリズム制約を考慮したモデルも多数開発されており，スケジュールに関

する情報提供にもきわめて有効なものであると考えられる．後者の問題に関し

ては，近年の情報技術の発展により可能になった Web を用いることにより，個

人個人に合わせた情報提供のできる応答型のツールが開発され，適用できると

考えられる．適切な情報なしで，この政策が行われたときにどうするか尋ねら

れても，調査協力者は非現実的な回答をしてしまう可能性が高いが，ゲーミン

グ・シミュレーションでは現実的な回答が期待できる．HATS の例では，政策

実行後の調査により，HATS によって得られた活動パターンが，実際に政策を

行われた場合の活動パターンと高い確率で一致することが証明されている．  
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2.2.3 応答型調査の発展 

 
 Jones et al.による Household Activity-Travel Simulator（HATS），Brog et al.
による Situational Approach，Phifer et al.による Response to Energy and 
Activity Constraints on Travel（REACT），Burnett et al.による HIG などのゲ

ーミング・シミュレーションは，初期の応答型調査と言える．しかしペーパー

ベースのため定量的なデータ収集や分析には向いていなかった． 
 1980 年代に入ってからは，パソコンの普及に伴い，パソコンを利用した応答

型調査が行われるようになった 22) 37)-40 )．また決め細やかな政策の評価の必要性

などから，ペーパーベースで行われたゲーミング・シミュレーション手法をパ

ソコン上で行う Interactive Stated Adaption 調査 41)，Interactive Stated 
response 手法 42) 43)，Situational Approach を用いた Ampt の研究 44)などが行

われている． 

さらに 1990 年代終盤からは，Web を用いた SP 調査が行われるようになった

45) 46)．当初はインターネットの普及がまだあまりしていないため，Web 調査は

サンプルの偏りが生じる可能性が指摘されていたが，近年のインターネットの

普及に伴い，高齢者などの一部のサンプル以外に関しては障害がなくなりつつ

ある．また同時期ごろから Web 上で GIS を取り扱う研究例も出てきた 47)． 
 近年では，応答型調査手法と親和性の高いモビリティ・マネジメント（MM）

手法がクローズアップされるなか 48)，応答型調査手法はますますの発展を遂げ

ている．MM とはコミュニケーションを通して個人の態度や行動を社会的に望

ましい方向に変容させることを目指したものであり，「一人一人のモビリティ

（移動）が，個人的にも社会的にも望ましい方向へ自発的に変化することを促

す，コミュニケーション施策を中心とした交通政策」と定義されている 21)．そ

のコミュニケーション手法として，トラベル・フィードバック・プログラム

（TFP）や特定の移動について環境にやさしい代替交通パターンを立案させる

行動プラン法は有効性が示されており，これらの取り組みは参加者の個別の状

況に応じて情報の提示をする．Web上でTFPや行動プラン法を実施した例には，

大藤ら 49)，小澤ら 50)，北川ら 51)，遠藤ら 52)，薄井ら 53)，Aono et al.54)，大森

ら 55)，青野ら 56)の研究などがある． 
 課題としては，Web 上においては応答の内容がまだ限られており，ゲーミン

グ・シミュレーションで行っているようなスケジュールの提示のような複雑な

情報提示は適用例が少ないことが挙げられる． 
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2.2.4 既存研究で開発されたアクティビティ・シミュレーター 

 
 既存研究にて開発されたプリズム制約を考慮したアクティビティ・シミュレ

ーターを表 1 に示す．既存のアクティビティ・シミュレーターは，その目的に

応じてカスタマイズをして開発されている．基本的には，現在行っている活動，

もしくは，シミュレーター利用者が指定した活動が行えるようなスケジュール

を返している．プリズムの空き時間を認識させるようなシミュレーターは開発

されていない．一方で，本研究のように，時差出勤制に導入することを考えた

場合に，プリズムの空き時間を認識してもらい，時差出勤制を行ったときに，

どんな活動機会が得られるか認識してもらうことはきわめて重要である． 

 
 

表 1 近年開発されたアクティビティ・シミュレーター 

名称 開発目的 

（対象都市） 

実行環境 GIS 特徴 

SMAP31) 高齢者の自動車同乗可

能性の検討ためのゲー

ミング・シミュレーショ

ン（秋田市） 

スタンド

アロン 

Map Info/ 

Map Basic

世帯構成員の全員の AD 調査を

もとに，交通施策導入時の活動

パターンを検討 

SMAP-E33) 時空間プリズム概念理

解のための大学院教育

用ツール（首都圏） 

スタンド

アロン 

Map Info/ 

Map Basic

SMAP をベースに，学生が自身

の時空間プリズム，時空間アク

セシビリティを理解 

SMAP-L34) 旅行者のスケジュール

作成支援ツール（淡路

島） 

スタンド

アロン 

Map Info/ 

Map Basic

SMAP をベースに，観光旅行計

画の支援 

休日私事活

動調査シス

テム 54) 

買物目的地選択調査（宇

都宮市） 

Web Map 

Xtreme 

郊外 SC での買物行動履歴をベ

ースに中心市街地での代替スケ

ジュールを生成 

iSMAP55) 車利用抑制のための

MM（大阪府） 

Web Map 

Xtreme 

AD 調査をもとに交通手段変更

時の代替スケジュールを生成 

鉄道ネットワークの考慮 

iSMAP-K56) 車利用抑制のための

MM（柏市） 

Web Google 

Maps API 

AD 調査をもとに交通手段変更

時の代替スケジュールを生成 

公共交通時刻表の考慮 

（出典）青野ら 57) に加筆・修正 
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2.3 勤務形態の変更 

 
 通勤者の勤務形態を変更することで，ピーク時交通量の平準化を図ることは，

大規模なインフラ投資なしに道路混雑を緩和し，走行速度を向上させ，二酸化

炭素排出量を削減する，効率的な交通需要管理（TDM）施策である．本研究では，

この効率的な TDM 施策をさらに促進させるために，アクティビティ・マネジメ

ントを勤務形態変更へ適用する．本節では，勤務形態に関してのレビューを行

う．2.3.1 では勤務形態の種類と特徴を，2.3.2 では勤務形態変更の実施状況を，

2.3.3 では時差出勤制のメリットを，2.3.4 では勤務時間帯変更の課題を，2.3.5
では勤務時間帯変更への選好を，2.3.6 では勤務時間帯変更を受け入れやすい通

勤者について整理をする． 

 
 
2.3.1 勤務形態の種類と特徴 

 
勤務形態には，定時勤務制，時差出勤制，フレックスタイム制，裁量労働制，

圧縮勤務制，テレコミューティング・テレワークなどがあり，それぞれの特徴

をまとめると表 2 のようになっている． 
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表 2 勤務形態の種類 
分

類 
施策 項目 内容 

概要 
総勤務時間を変えずに，始業時間と終業時間を変更する方式．自

治体や企業全体で変更する場合，一部の部署において変更する場

合，部署において個人ベースで変更する場合がある． 

効果 
ピーク時における通勤交通量を，前後の時間帯に分散させる効果

が期待される． 
時差出勤 

備考 
同じ事業所でも，出勤時間が分散され，業務に支障が生じる可能

性がある． 

概要 
総勤務時間を変えずに，始業時間と終業時間を，従業員の選択に

より決定する方式．通常，業務連絡や打合せ等のために，全員が

揃うコアタイムを設定する． 

効果 
ピーク時における通勤交通量を，前後の時間帯に分散させる効果

が期待される． 
フレックスタイム 

備考 
同じ事業所でも，出勤時間がかなり分散され，業務に支障が生じ

る可能性がある．ただし時差出勤よりは自由度が高いので，個人

の問題は比較的少ない．事務職や研究職では適用されやすい． 

概要 
労働時間の制約を受けず，業績に応じて給与が算定され支払われ

る形態の労働形態をとる職種に対して適用される方式． 

効果 
フレックスタイム制と同様に，ピーク時における通勤交通量を，

前後の時間帯に分散させる効果が期待される． 
裁量労働制 

備考 
同じ事業所でも，出勤時間がかなり分散され，業務に支障が生じ

る可能性がある． 

概要 
1 日の労働時間を延長し，休日を増やすことで，1 週または 1 ヶ

月あたりの総勤務日数を減らす方式． 

効果 
休日が分散されるため，通勤による混雑のピークを低下させる効

果が期待できる． 

勤

務

時

間

に

関

す

る

施

策 

圧縮勤務 

備考 
各事業所間で休日の日程調整をすると，より効果的になる．私用

の交通量が増加する可能性がある． 

概要 

従業員が各種情報通信機器を活用して，自分の仕事の一部または

全てを行なう場所を，オフィスから自宅あるいは近隣のサテライ

トオフィスにシフトする方式． 近は国内でも実験プロジェクト

が各地で行なわれている． 

効果 
特に通勤時間帯において交通需要が削減され，渋滞緩和が期待さ

れる． 

勤

務

形

態

に

関

す

る

施

策 

テレコミューティング 
テレワーク 

備考 

業務が分離され，能率が低下する場合がある．また，工場等にお

ける作業には不向きである．特に高度な情報手段はかならずしも

必要は無い． 

国土交通省ホームページに加筆 58) 
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そのうち，圧縮勤務制は通勤の頻度を下げ，テレコミューティング・テレワ

ーク制は通勤場所の変更と捉えることができる．そのほかの定時勤務制，時差

出勤制，フレックスタイム制，裁量労働制は，通勤の目的地や頻度を変更する

ことなく時刻の変更であることが特徴である（図 9）．勤務者の自由度としては，

この四つの勤務形態の中では，裁量労働制が も大きく，ついで，フレックス

タイム制，時差出勤制，定時勤務制の順となる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間軸

定時 時差 フレックス 裁量労働

＝

＝
＝

コ
ア
タ
イ
ム

職場
出発

職場
到着

 

図 9 勤務形態と時刻変更 
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2.3.2 勤務形態変更の実施状況 

 
時差出勤制の導入状況 

 
 時差出勤制は主に官公庁で導入されることが多い制度である．表 3 に官公庁

で導入された，もしくは，導入が検討され社会実験を行った事例をまとめる．

社会実験まで入れるとかなりの事例が存在するが，定常的に行っている官公庁

は多くないことがわかる．また導入目的としては渋滞緩和目的が多いが，近年

では温暖化対策といった環境面の目的や健康増進，育児参加機会増加などの勤

務者のプライベートの時間に関するものなど多岐にわたっている．設定する時

差はほとんどが 30 分または 1 時間で，繰り上げより繰り下げの事例のほうが多

くなっている． 

 
 

 
表 3 時差出勤の導入状況 

渋滞 その他 -1 -0.5+0.5 +1
平成6年- 徳島 県、県警、市など 本格実施 ● ●
平成7年- 岐阜 県 本格実施 ● ●
平成7年- 広島 国、協議会 本格実施 ●
平成9年 金沢 県 社会実験 ● ●

平成9・11年 福島 市、国 社会実験 ●

平成9・12年 新潟
新潟県、新潟市
新潟県警、国

社会実験 ● バスの走行性

平成9-10年 川崎 市、県警、国など 社会実験 ● 沿動環境改善
平成10年 松江 県、市 社会実験 温暖化対策
平成11年 宇都宮 県、市など 社会実験 ●
平成11年- 盛岡 市 本格実施 ● ●
平成12年 鹿児島 市 社会実験 ● ●
平成13年 呉 市、国など 社会実験 ● ●
平成13年 久留米 市、国、県など 社会実験 ● ●
平成13年- 福岡 県、市など 本格実施 鉄道混雑緩和

平成14-17年 熊本 県 中止 ● 温暖化対策
平成14年 大分 国、県など 社会実験 ● 窓口延長 ●
平成14年 多治見 市 社会実験 ● ●

平成15・16年 青森 県、市 本格実施 ● 温暖化対策 ●
平成15年 那覇 県、市 社会実験 ● ●

平成19-20年 豊田 市 社会実験 ●
温暖化対策

育児参加機会増加
健康増進

● ● ●

平成21年 宇都宮 県 社会実験 ● 環境対策 ● ●

実施時期 区分
導入目的

都市 実施主体
時差 (h)
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フレックスタイム制の導入状況 

 
 フレックスタイム制度は主に大企業で採用されることの多い勤務形態である．

厚生労働省の発表している平成 21 年就労条件総合調査 59)の結果から，変形労働

時間制を採用している企業数の割合を表 4 に，労働者数の割合を表 5 に示す．

これを見ると，企業の従業員が多いほどフレックスタイム制が導入されやすい

ことや，業種別では，情報通信業や電気・ガス・熱供給・水道業等で導入され

やすく，他業種での導入は少ないことが見て取れる．さらに，時系列で見ると

近年はフレックスタイム制の導入する企業が減少していることがわかる． 

  
 
 

表 4 変形労働時間制の有無（企業数割合） 
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表 5 変形労働時間制の有無（労働者数割合） 
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2.3.3 時差出勤制導入のメリット 

 
 時差出勤のメリットとしては，以下のようなものが挙げられる．時差出勤を

する当人だけでなく，うまく導入すれば，他の通勤者，社会にも便益が波及す

る可能性を持っている．一方で，時差出勤制をうまく設定しないとデメリット

が生じることは次節で述べる． 

 
通勤者の利点 
・渋滞を避けられる 
・個人の望ましい生活スタイルの実現 

 
他の通勤者の利点 
・渋滞が緩和する（車通勤者） 
・バスの定時性・速達性の向上（バス利用者） 

 
社会的な利点 
・環境負荷の低減 
・大規模なインフラ整備をせずに，混雑緩和が効率的に行える 

 
事業者の利点 
・社員にとってより働きやすい環境が提供できることによる業務効率の向上 
・社会的貢献 
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2.3.4 時差出勤制導入の課題 

 
これまで全国の企業や自治体で，時差出勤やフレックスタイムの導入が試み

られてきたが，社会実験のみで本格実施に至らなかった例や，導入したものの

中止されたケースも多く，時差出勤を定常的に行っていく難しさが受け取れる．

時差出勤導入への障害になる理由は，図 10 のように大きく分けて三種類に分類

されている 60)．時差出勤導入には，業務面・通勤面・生活面の各課題の解決が

不可欠であり，アクティビティ・マネジメントは，通勤者の生活面の課題解決

へ寄与が期待される． 

 
この生活面の課題に関しては，時差出勤を行うことで勤務時刻の変更のみな

らず，通勤者のプライベートの時刻も変更することに起因する．時差出勤を行

った場合，通勤者は，各活動・移動の時刻が変わり，また場合によっては現在

では行えない活動機会を得ることや，逆に活動機会を失うことがある．しかし

個々の通勤者は，時差出勤を行った場合に，自分の 1 日のスケジュールがどう

なるのか，どのような活動機会が得られ，どのような活動機会を失うのか正確

に把握されていない場合が多いと考えられる．そのため，通勤者が時差出勤の

生活面への影響を合理的に評価するためには，これらの情報を提供することが

重要となる． 

 
 

時差通勤
導入への課題

通勤面の課題
相乗り通勤者への対応
公共交通のサービス向上
出勤意欲の低下
渋滞に巻き込まれる恐れ

業務面の課題
他の部署や外部との調整
会議の時間の確保
業務効率の低下
窓口の対応力の低下
雑務増加への懸念
職場内のけじめ
朝礼ができない
早出の人が帰りにくい

生活面の課題
生活サイクルが変わる
自分の時間が減る
寄り道がしにくくなる
家族に迷惑がかかる

 

出典：平成 9 年長岡市道路交通円滑化方策策定調査報告書 

図 10 時差出勤導入の課題 
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2.3.5 勤務時間帯変更への選好 

 
 小野島ら 61)は現状の勤務時間帯から30分から1時間繰り上げまたは繰り下げ

をすることが，勤務者の理解を得やすいことを明らかにしている．実際全国の

各自治体で行われている時差通勤では，30 分または 1 時間の繰り上げまたは繰

り下げが多く，適切な時差を設定していると考えられる．また塚井ら 62)は，フ

レックスタイム制を導入した際の勤務開始時刻の選好が時刻とともに増加する

増加型，減少する減少型，時刻によらず選好が一定の定常型，選好される時刻

が 1 ヵ所の 1 峰型，2 ヵ所の 2 峰型の 5 分類にできるとしており，1 峰型の人の

割合が も高いものの，2 峰型の人の割合も高いとしている．これらの研究から

は，現状から勤務時刻を前後どちらに動かすのが好まれるかは明らかでない． 

 
 
2.3.6 勤務時間帯変更を受け入れやすい通勤者 

 
 どのようなタイプの職員が時差出勤を受け入れやすいか分析した研究がいく

つもある．高山ら 63)は金沢市での時差出勤社会実験において，性別では男性，

年代別では 30 代が，時差出勤に対する評価が高かったと分析している．周藤ら

64)は広島市のフレックスタイム制の導入事例において，40 代がもっとも変化が

大きく遅らせる傾向にあること，50 代は逆に早める傾向があるとしている．杉

恵ら 65)は広島市のフレックスタイム制の導入事例において，通勤時間が長いほ

ど遅く出社する傾向があると指摘する．岩倉ら 66)は新宿区のフレックスタイム

制の導入事例において，男性 30 代がもっとも受け入れやすいとしている．これ

らの研究では，性別や年代別の大まかな傾向は把握しているが，各職員の具体

的な制約を把握しているわけではないため，時差出勤に対する意向の傾向とそ

の原因の関係が不明確である．勤務者のニーズを把握するためには，より詳細

な職員の制約や選好を分析することが求められている． 
勤務時刻選択が，勤務外時間に行われる活動に影響を受けていることを明ら

かにしたものとしては，Picado67)の研究が挙げられる．しかし，どのようなタ

イプの人が勤務時刻を変更するとよいのかは触れられていない． 
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第 3 章 １日の職場往復に関するスケジュールを提示する

情報提供の有用性 

 
 
 本章では，個人の実際の勤務時間に合わせて通勤・帰宅の様々な交通手段と

勤務時間帯の組み合わせに関する情報提供をすることで，より効果的に個人の

スケジュールや交通手段に関する選好を捉えられることを示す．3.1 節では本章

の背景を記し，3.2 節では本章の目的を示す．3.3 節では対象地と対象職員の概

要を，3.4 節ではアンケート調査内容を示す．3.5 節では現状の交通手段とその

要因分析を，3.6 節で調査結果と考察を，3.7 節では CO2 の試算を，3.8 節では

提示した情報の有効性を， 後に 3.8 節で本章のまとめを行う． 

 
 
3.1 はじめに 

 
近年過度な自動車利用を見直そうと，自主的な行動変容を促すモビリティ・

マネジメント（MM）の取り組みが盛んである．モビリティ・マネジメントでは，

行動変容を促すために，コミュニケーションを中心とした取り組みが特徴的だ

とされる．一人一人の交通行動を診断し，代替案を提示するトラベル・フィー

ドバック・プログラム（TFP）などがよく用いられる．TFP では，一人一人異

なる交通行動を診断しなくてはならないため，紙ベースの質問票では，診断に

非常に多くの時間と労力がかかる．そのため，近年では Web ベースの診断プロ

グラムが開発され成果をあげている． 
モビリティ・マネジメントでは，コミュニケーション施策が中心であるが，

公共交通の利便性向上や料金施策などの pull 施策や，自動車の利用を規制した

り，課金を行ったりする push 施策もセットで行われる例も増えている．例えば，

筑波大学では，バス会社から 1 年間有効の区間乗り放題定期券を大口で購入し

学生・教職員に格安で販売すること，バスを増便すること，駐車場の課金をす

ること，をコミュニケーション施策とセットで行っている 68)． 
既存研究では，pull 施策として公共交通の利便性向上や料金施策の例は多々

あるものの，公共交通利用者に時差出勤などの勤務形態変更を認めるような施

策をとった研究は少ない．一方，潜在的に一定数勤務形態の変更を好む層が存

在すると考えられ，職場の勤務形態変更とセットで行えば，ピーク時の自動車

通勤者が，オフピーク時の公共交通機関利用にシフトする可能性がある． 
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ピーク時の自動車交通からオフピーク時の公共交通機関にシフトすることは，

シフトする当人にメリットがあるだけでなく，公共交通を運用する側にとって

も望ましいものである．なぜなら，ピーク時の公共交通に乗客がシフトしてき

た場合，運転手や車両の都合で増便がしにくい場合が多く，増便で対処できた

場合にもピーク時に合わせて運転手や車両を用意するためオフピーク時にはも

てあましてしまうからである． 
このように，勤務形態の変更と交通手段選択を同時に考慮することで，効果

的な交通需要マネジメントが行える可能性を秘めていると考えられるが，勤務

時間帯選択と交通手段選択を同時に考慮した情報提供を行い，個人の選好を捉

える試みは行われていない． 
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3.2 本章の目的 

 
1 日の勤務時間外の活動実行可否を十分に認識できるように，1 日の勤務に関

する詳細な通勤・帰宅トリップに関する情報提供を行うことで，より効果的に

個人のスケジュールの調整が行われ，スケジュールに関する選好をより正確に

捉えられることを示す． 

 
適用する事例としては，3.1 節で述べたような背景から，勤務形態の変更と交

通手段選択を同時に考慮するような施策の導入を仮定し，個人のスケジュール

に関する選好を明らかにする．勤務形態の変更としては，勤務の長さを変えず

に勤務開始・終了時刻のみを変更する時差出勤制が導入された場合，交通手段

としては，現状利用できる自動車，鉄道，バス，自転車などの交通機関に加え，

パーク・アンド・バスライドが利用できるように整備した場合を想定する．意

向を尋ねる際には，1 日の勤務時間外の活動実行可否を十分に認識できるであろ

うと考えられる，筆者が開発した Web ベースの活動・交通シミュレーターを用

いる． このシミュレーターは，モビリティ・マネジメントで援用されている理

論を用いて開発したものである． 
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3.3 調査の方法・調査対象地と対象調査協力者の概要 

 
 本研究では，シミュレーターを用いた Web 上のアンケート調査を行うことで，

スケジュールに関する意向を計測した．様々な交通手段や勤務時間帯の組み合

わせの場合における 1 日の詳細な通勤・帰宅トリップに関する情報提供をシミ

ュレーターを用いて行い，各スケジュールの意向を尋ねた． 

 
対象は，つくば市の市役所の職員とした．市庁舎は，つくば市のほぼ中央に

位置し，2010 年 5 月に現在の庁舎がオープンした．1987 年に谷田部町，大穂

町，豊里町，桜村の 3 町 1 村が合併し，その後，1988 年に筑波町，2002 年に

茎崎町が加わり，現在のつくば市になった．この影響で本庁機能が，旧町村の

谷田部庁舎，大穂庁舎，桜庁舎，豊里庁舎，筑波庁舎，茎崎庁舎と春日庁舎に

分散していたが，新庁舎に集約された．これにより，職員の多くは勤務地が変

更となった． 
 現在の市役所庁舎のある研究学園地区は，2005 年につくばエクスプレスの開

業を機に開発が進められている地区である．庁舎はつくばエクスプレスの研究

学園駅から徒歩 10 分ほどの場所にある．一方バス路線に関しては，その多くが

研究学園駅となりのつくば駅に接続している．庁舎の位置と市内のバス路線網

について，図 11 に示す．なお，バス路線網については，対象となる市職員が利

用できると考えられる，市役所 寄り駅の研究学園駅から乗換が１回以内かつ

おおむね１時間に１便以上あるつくば市内を通る路線に限定して表示している． 
市役所の職員は約 700 名，勤務基本時間帯は 8 時 30 分から 17 時 15 分まで

である．なお，現在市役所の駐車場に課金をしており，毎日利用する人月額 2000
円（低公害車月額 1000 円），たまに利用する人月額 500 円である． 
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 なお本研究では，適用例として，パーク・アンド・ライド施策の導入を想定

した．理由としては， 
・ 交通手段転換をしようとしても，自転車も公共交通も利用しにくい地域在住

の職員が多いこと（3.5.1 参照） 
・ パーク・アンド・ライド実施時に一般に問題になる駐車場のスペースが，旧

庁舎の駐車場を利用することで解決できること 
・ 旧庁舎が市役所から見て各方向に散在しており，東西南北いずれの方向へ在

住している職員にも利用できること 
などが挙げられる．また，このパーク・アンド・ライドを実施することにより

以下のような様々なメリットがある． 

 
利用者 
・自分での運転距離が減り，疲労が軽減できる 
事業者 
・駐車場の省スペース化による都心での土地の有効活用 
社会 
・渋滞の緩和 
・環境にやさしい（CO2 の削減） 

 
一方，デメリットとしては，以下のようなものがある． 

 
利用者 
・乗換が発生 
・移動距離・所要時間が延びる 
事業者 
・バスの運行コストの発生 

 
本研究では，このうち環境面，すなわち，CO2 の削減効果を評価した（3.7 参

照）． 
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図 11 各庁舎の位置およびバス路線網 
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3.4 Web ベースの活動・交通シミュレーターを用いたアンケート調査 

 
 Web ベースの活動・交通シミュレーターを用い，自動車通勤をしている職員

を対象に，3 つのおのおのの条件時にどの交通手段を選んで通勤をしたいか意向

を尋ねる調査を行った．3 つの条件とは，現状の交通ネットワークの場合，庁舎

間直行バスを運行してパーク・アンド・バスライドを導入した場合，庁舎間直

行バスに加え時差出勤制度を導入した場合である．アンケート調査のフローを

図 12 に，調査内容詳細を表 6 に示す． 

 
なお職員の居住地について 4つに分類し分析する．市役所から半径 4ｋｍ未満

で公共交通の利便性が高いエリアを P1・低いエリアを O1，市役所から半径 4ｋ

ｍ以上で公共交通の利便性が高いエリアを P2・低いエリアを O2とする（図 13）．

なお公共交通の利便性が高いエリアとは，鉄道駅から半径 1ｋｍ以内またはバス

停から半径 500ｍ以内，かつ市役所まで乗換 1回以内で，便数が 1時間に 1本以

上確保されている地域と定義した． 

意向を尋ねるアンケート協力者は市役所のイントラネットに掲載してもらい

募った．調査対象者は 854 名のうち 122 名（14.3％）から回答をいただき，有

効回答数で 113 名（13.2％）の回答を得た（表 7）． 
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現状の交通手段

居住地を地図上でクリック 居住地の緯度経度を取得

現状の交通ネットワーク
での交通手段利用意向

庁舎間直行バス運行時の
交通手段利用意向

庁舎間直行バス運行時かつ
時差出勤制度導入時の

交通手段利用意向

居住地を4分類する
（P1・O1・P2・O2）

現状の交通ネットワーク
での代替案作成

O2 P2 P1・O１

庁舎間直行バス運行時の
代替案作成

庁舎間直行バス運行時かつ
時差出勤制度導入時の

代替案作成

アンケート協力者 Webシミュレーター

個人属性の入力

自転車・公共交通を
利用しない理由

自転車・公共交通を
利用している理由

自転車・公共交通 自動車

交通ネット
ワークデータ

 

図 12 アンケート調査のフロー 
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表 6 アンケート調査内容 

分類 内容

個人属性

・部署
・年齢
・性別
・同居している人
・小学生以下の同居している子供の有無

現在の交通手段
・通勤交通手段
・使い分けている人はその詳細

交通手段選択理由
・自転車を利用する（しない）理由
・公共交通を利用する（しない）理由

勤務時間帯 ・市役所到着時刻、出発時刻

居住地 ・居住地の緯度経度

現状の交通ネットワークでの
交通手段利用意向

・市役所駐車場が1日100円のとき
・市役所駐車場が1日200円のとき

庁舎間直行バス運行時の
交通手段利用意向

・市役所駐車場が1日100円のとき
・市役所駐車場が1日200円のとき

庁舎間直行バス運行時かつ
時差出勤制度導入時の
交通手段利用意向

・市役所駐車場が1日100円のとき
・市役所駐車場が1日200円のとき

 

 
 
 

表 7 対象職員数と有効回答数 

旧庁舎 有効回答数 対象職員数

谷田部 34 253

大穂 10 80

桜 27 219

豊里 10 64

筑波 10 106

茎崎 7 59

春日 15 73

計 113 854  
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図 13 4 つの居住地分類 
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3.5 現状の通勤交通手段と要因分析 

 

3.5.1 現状の居住地分類別の交通手段 

 

居住地 4分類別の交通手段を図 14 に示す．これによると，市役所からの距離

が 4ｋｍ以上で公共交通の利便性の低い，O2 に分類される地域に居住する職員

が全体の半分以上を占める．したがって，現状の交通ネットワークでは公共交

通の利用促進は難しい職員が非常に多いことがわかる．また市役所から半径 4km

以上の地域に住む遠距離の自転車通勤者も一定数存在することが確認できる． 
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図 14 居住地分類別の交通手段 
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3.5.2 近距離自動車通勤者（P1，O1）が自転車に転換する場合の制約 

 

 市役所から半径 4km 以内に在住の職員でも半数以上が自動車通勤を行ってい

る．自転車通勤ができない理由について分析したものを図 15 に示す．これをみ

ると，自転車通勤すべての人に同じ条件である「天気・天候の問題」や「自転

車を持ってない」という理由が多く，これらを理由に挙げている人に関しては，

自転車への転換への障害は少ないといえよう．一方，4人は「通勤・帰宅途中の

立ち寄りが難しくなる」を挙げており，通院，スポーツ・娯楽，買い物など現

状と同じ代替活動機会がないと転換は難しいといえる．また，うち 1 名は子供

の送迎ができないことを挙げており，転換は難しい． 
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図 15 自転車への転換の制約 
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3.5.3 遠距離自動車通勤者（P2，O2）が公共交通に転換する場合の制約 

 

 図 16 をみると，公共交通の利便性の高いエリア（P2）では，「本数が少ない」

ことを挙げている人が も多い．その一方で，「使える路線ルートがない」を挙

げている人も多い．これは，多くの P2 エリアでは，路線バスと鉄道を短時間の

うちに乗り継ぐことになるため，選択肢にあがらないのではないかと推察され

る． 

 公共交通の利便性の低いエリア（O2）では，想定通り「使える路線ルートが

ない」が多く挙げられている． 

 P2，O2 合わせて 25 人が，「通勤・帰宅途中の立ち寄りが難しくなる」を挙げ

ている． 
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図 16 公共交通機関への転換の制約 

（P2：22 名，O2：56 名） 
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3.6 調査結果の分析と考察 

 

 現在自動車通勤を行っている職員に，現状の交通ネットワークの場合，庁舎

間直行バスを運行してパーク・アンド・バスライドを導入した場合，庁舎間直

行バスに加え時差出勤制度を導入した場合，それぞれの条件時の意向を尋ねた

ものを分析する． 

 

3.6.1 現状の交通ネットワークの場合 

 

 P1 に住んでいる人には自転車と公共交通，O1 に住んでいる人には自転車，P2

に住んでいる人には公共交通の詳細な情報を提供した（図 17）．具体的には，自

転車の場合は自宅位置情報ら所要時間を推定したものと身体活動量 69)，公共交

通の場合，自宅位置情報から 寄りのバス停を検索し，バスの時刻表にもとづ

いた代替案と身体活動量を提示した．行きは市役所の始業時刻にあわせ設定し，

帰りは通常帰宅する時刻にあわせた．なお，帰りは毎日同じ時刻とは限らない

ため，バスや鉄道の運行頻度と終バス・終電情報も提示した．今回は利用者に

直接影響のある情報に限定をし，CO2 排出量などは提示を行わなかった． 
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図 17 自動車，自転車，公共交通での通勤スケジュール 
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a）市役所の駐車場の課金が 1日 100 円の場合 

 P1，O1 の 15 名中，2 名が自転車通勤，1 人が公共交通を選好する職員が現れ

た（図 18）．自動車から自転車へ意向を変えた職員は，自動車の駐車場の課金額

は現状とほぼ同じであること，所要時間に関しても距離から大まかな予想はで

きるであろうことから，身体活動量などのメリットを感じて意向を変えた可能

性が高いと考えられる．自動車から公共交通へ意向を変えた職員は，自動車の

駐車場の課金額は現状とほぼ同じであることから，自分のスケジュールに合う

公共交通の運行があり，交通手段を変更しても，勤務時間外の活動に影響はで

ないと判断して意向を変えた可能性がある． 

 

b）市役所の駐車場の課金が 1日 200 円の場合 

 P1，O1 の 15 名の意向は a)課金が 1日 100 円の時と同じであった（図 18）．  
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図 18 市役所から半径 4km 以内に居住している職員の交通手段の選好の変化 
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3.6.2 庁舎間直行バスを導入してパーク・アンド・バスライドを導入した場合 

 

職員の居住地分布から，公共交通を利用したくても利用できない職員が多く

存在すること，旧庁舎の駐車場が余っていることから，パーク・アンド・バス

ライドを導入して，自動車走行距離を削減することを考える．つくば市には，

新庁舎以外に 7 つの旧庁舎が存在する．そのうち，新庁舎から近い春日庁舎を

のぞく 6 庁舎でパーク・アンド・バスライドを導入することを考える．P2，O2

に住んでいて自動車通勤をしている職員の自宅から 寄りの旧庁舎まで，自動

車を運転し，旧庁舎で直行バスに乗り換えることになる（図 19）．職員の居住地

の 寄りの旧庁舎は，図 20 のように 6つの旧庁舎でボロノイ分割したものによ

り求まる．なお，旧庁舎の駐車場は無料とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 19 庁舎間直行バス利用時のスケジュール 
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図 20 P&BR を行う最寄りの旧庁舎 
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a）市役所の駐車場の課金が 1日 100 円の場合 

 P2 の 32 人中 1名が自動車から公共交通へ，1名が自動車から庁舎間直行バス

を選好する職員が現れた．また，O2 の 60 人中 7名が自動車から庁舎間直行バス

を選好する職員が現れた．（図 21・図 22） 

 

b）市役所の駐車場の課金が 1日 200 円の場合 

 P2 の 32 人中 3名が自動車から公共交通へ，5名が自動車から庁舎間直行バス

を選好する職員が現れた．（このうちそれぞれ 1 名，1 名は a と同じ）また，O2

の 60 人中 13 名が自動車から庁舎間直行バスを選好した． （このうち 1 名は a

と同じ）（図 21・図 22） 
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図 21 庁舎間バスを導入した際の P2 居住者の交通手段選好 
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図 22 庁舎間バスを導入した際の O2 居住者の交通手段選好 
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3.6.3 公共交通・庁舎間直行バス利用者には時差出勤制度を導入した場合 

 

 公共交通または庁舎間直行バスを利用する職員を対象に，勤務時間帯を公共

交通や庁舎間直行バスの時刻に合わせて決められる時差出勤制度の導入した場

合を考える．具体的には，始業時刻を現在の 8時 30 分だけでなく，7時 30 分か

ら 9時 30 分の間 15 分毎に自由に選べるものと仮定する（図 23）．なお，始業時

刻は変更するが，勤務の長さは変更しない．したがって，勤務終了時刻は始業

時刻によって 17 時 15 分から前後する．なお，庁舎間直行バスは，運行間隔を

30 分毎，終バスを 22 時市役所発として設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 23 時差出勤を認めた場合の選択肢 
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a）市役所の駐車場の課金が 1日 100 円の場合 

 P2 の 32 人中 4名が自動車から公共交通へ，2名が自動車から庁舎間直行バス

を選好した．（このうちそれぞれ 1 名，1 名は庁舎間バス導入時の a と同じ）ま

た，O2 の 60 人中 16 名が自動車から庁舎間直行バスを選好した． （このうち 7

名は庁舎間バス導入時の aと同じ）（図 24・図 25） 

 

b）市役所の駐車場の課金が 1日 200 円の場合 

 P2 の 32 人中 6名が自動車から公共交通へ，7名が自動車から庁舎間直行バス

を選好した．（このうちそれぞれ 4 名，2 名は a と同じ）また，O2 の 60 人中 25

名が自動車から庁舎間直行バスを選好した． （このうち 16 名は庁舎間バス導

入時の aと同じ）（図 24・図 25） 

 

しかし，図 26 の時間帯の分布を見ると，時差出勤をしたい人は 1日 100 円の

ときからほとんど変わっておらず，通常の勤務時間帯である 8 時半始まりの人

数が増えていることが特徴的である． 
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図 24 庁舎間バスに加え時差出勤を導入した際の P2 居住者の交通手段選好 
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図 25 庁舎間バスに加え時差出勤を導入した際の O2 居住者の交通手段選好 
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図 26 公共交通・庁舎間直行バスを選択した職員の希望勤務時間帯 
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次に，立ち寄りと交通手段選択の関連について分析を行う．3.5.3 節にて遠距

離自動車通勤者（P2，O2）が公共交通に転換するときの制約を分析した．これ

によると，多い順に， 

・ 使えるルートがない 

・ 所要時間が長い 

・ 本数が少ない 

・ 通勤・帰宅途中の立ち寄りが難しくなる 

が挙げられている．庁舎間直行バスを運行し P&BR を整備した場合，上記の制約

のうち上 3つに関しては改善がなされている．一方，「通勤・帰宅途中の立ち寄

りが難しくなる」制約が，交通手段選択に与えている影響は明らかでない．そ

こで，遠距離自動車通勤者（P2：22 人，O2：56 人）を，公共交通利用時に「通

勤・帰宅途中の立ち寄りが難しくなる」ことを制約に挙げていたか否かで分類

し，庁舎間バスに加え時差出勤導入（市役所駐車場課金 200 円）時に選択した

交通手段を集計した．P2 在住の 22 人の結果を図 27 に，O2 在住の 56 人の結果

を図 28 に示す． 

 

 

 

 

5

2

5

5

5

0 10 20 30 40 50 60

制約あり

制約なし

人

鉄道

鉄道+バス

庁舎間直行バス

自動車

バイク

自転車

 

図 27 公共交通への転換に際し，「立ち寄り」制約有無別の交通手段選好 

（庁舎間バスに加え時差出勤を導入（200 円）時，P2 在住者） 
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図 28 公共交通への転換に際し，「立ち寄り」制約有無別の交通手段選好 

（庁舎間バスに加え時差出勤を導入（200 円）時，O2 在住者） 

 

 

この結果，自動車から公共交通に転換した 5 人全員が「立ち寄り」制約なしの

層からである．一方，庁舎間直行バスへは「立ち寄り」制約ありの層からも転

換が見られる．これは，自動車から庁舎間直行バスへの転換は，旧庁舎から市

役所までの途中の立ち寄りはしにくくなるが，自宅・旧庁舎間の立ち寄りには

影響がないためであると考えられる．以上により，交通手段選択は，公共交通

の利便性だけではなく，個人の勤務時間外の活動が大きな影響を与えていると

いえる． 

 政策的には，P&BR が行われる旧庁舎に活動機会を設けると，さらに効果的に

交通手段転換が起こることが期待できる．保育園，商店などを旧庁舎に設置し，

送迎や買い物といった活動ができるようになれば，今回の調査で庁舎間直行バ

スを利用するのが難しいと回答した層も取り込める可能性がある．また，本調

査で庁舎間直行バスを利用すると答えた層にとっても，庁舎間直行バスの利用

がより魅力的になる可能性がある． 

 

後に，庁舎間直行バスと時差出勤をセットで行った（駐車場課金 200 円）

ときに，どの旧庁舎で，何人の需要があったかを分析する．旧桜庁舎 12 名，旧

茎崎庁舎 9 名，旧豊里庁舎 4 名，旧筑波庁舎と大穂庁舎が 3 名，旧谷田部庁舎

が 1 名であった．この中で，旧茎崎庁舎は特に市役所から車で約 25 分と遠く，

パーク・アンド・バスライドを行うことで，CO2 排出量の大幅な削減や運転者の

疲労低減に有効であると思われる． 
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3.7 CO2 排出量の試算 

 

 3つの各条件設定を行った場合に1人あたりの1日のCO2排出量がどのように

変化するのか試算をする．なお試算に当たっては，モビリティ・マネジメント

の手引き 21）に記載されている値 

自動車 0.094kg/分，鉄道 0.01kg/分，バス 0.05kg/分，バイク 0.02kg/分 

を用いた． 

 

 様々な施策を行った場合の交通分担率は図 29 のように変化をする．この分担

率をもとに，上記の値から CO2 排出量を算出すると図 30 を得る．自動車分担率

の減少に伴い，CO2 排出量が削減されることがわかる． 
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図 29 様々な施策を行った場合の交通分担率 
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図 30 様々な施策を行った場合の CO2 排出量と削減率 
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3.8 提示した情報の有効性の考察 

 
 1 日の勤務時間外の活動実行可否を十分に認識できるように，1 日の勤務に関

する詳細な通勤・帰宅トリップに関する情報提供を行った．具体的には，提示

したスケジュールに含まれる内容としては，勤務時間帯に合わせた各交通手段

を利用した場合の以下の各情報である． 

 
総括の情報 
 ・往路・復路所要時間 
 ・1 日の通勤で行う身体活動量 
 ・自己負担額 
往路の情報 

・自宅出発時刻 
・経由地（駅，バス停，旧庁舎）の到着・出発時刻 
・職場到着時刻 

勤務の情報 
・勤務開始・終了時刻 

復路の情報 
・職場出発時刻 
・経由地（駅，バス停，旧庁舎）の到着・出発時刻 
・自宅到着時刻 

 
これらの情報を以下の情報で代表させ，ロジットモデルを用いて交通手段選

択を表現する． 

 
・乗車時間･･･乗車している実質時間 
・余裕時間･･･職場到着時刻から勤務開始時刻までの時間 
・待ち時間･･･庁舎間直行バス利用時の行き帰りの待ち時間 
・費用･･･通勤に関わる自己負担額 
・希望の勤務時間帯からのずれによる不効用 

 
希望の勤務時間帯からのずれによる不効用を考慮した選択モデルの結果を表

8 に示す．なお，今回の調査では，公共交通または庁舎間の直行バス利用者にの

み勤務時間帯を選択できるという設定のため，少なくとも 1 度は公共交通また

は庁舎間の直行バスを選択した調査協力者しか希望の勤務時間帯があきらかで

ない．そのため，希望の勤務時間帯がわかっている 25 人 100 サンプルの選択結
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果を用いて推定を行った．希望の勤務時間帯からのずれによる不効用の t 値が有

意になっている．調査協力者が 1 日の勤務時間外の活動実行可否を考慮でき，

スケジュールに関する効用が，勤務時間帯と交通手段の選択に影響を与えてい

ることが確認できる． 

 
 表 8 によると，乗車時間より，余裕時間，待ち時間，希望の勤務時間帯から

のずれによる不効用の値が大きくなっている．余裕時間の不効用の値が大きい

のは，余裕時間が往路（朝）のみに発生するためであると考えられる．実際に

は，乗車時間に関しても往路の乗車時間と復路の乗車時間に差があることが予

想できる．また，今回費用の不効用が相対的に小さくなっている．実際には職

場の通勤手当が，職場からの距離に応じて支給されており，現状の駐車料金を

払っても多くの場合自己負担額はないなど現実の設定と違う設定であったため

と推察できる． 

 
 
 
 
 

表 8 ロジットモデルでの推計結果 

自動車 庁舎間バス パラメタ

乗車時間（分） ○ ○ -0.04381 -2.60 **

余裕時間（分） ○ ○ -0.07542 -2.55 **

待ち時間（分） ○ -0.05904 -2.04 **

費用（円） ○ -0.00811 -2.49 **

希望勤務時間帯からのズレによる不効用（分） ○ -0.06924 -3.15 **

L(0)

L(θ)

ρ2

的中率
サンプル数

                **有意水準5％

74.0%
100

t値

-66.88

-49.33

0.262
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3.9 結論と今後の課題 

 

本章では，筆者らが開発した Web ベースの活動・交通シミュレーターを用い，

自動車通勤をしている人に対して，自転車や公共交通機関など，他の交通手段

で通勤する場合の代替案を個人の勤務時間に適合するように自動的に作成し，

提供した．具体的には，庁舎を統合したつくば市の職員のうち自動車通勤をし

ている人を対象に，Web ベースの活動・交通シミュレーターを用い，3つのおの

おのの条件時にどの交通手段を選んで通勤をしたいか意向を尋ねる調査を行っ

た．3つの条件は，現状の交通ネットワークの場合，庁舎間直行バスを運行して

パーク・アンド・バスライドを導入した場合，庁舎間直行バスに加え時差出勤

制度を導入した場合である． 

その結果，個人の実際の勤務時間に合わせて通勤・帰宅の様々な交通手段と

勤務時間帯の組み合わせに関する情報提供をすることで，より効果的に個人の

スケジュールや交通手段に関する選好を捉えられることができた．また政策的

には，現状のネットワークで情報提供をした場合，庁舎間直行バスを運行して

パーク・アンド・バスライドを導入した場合に比べ，公共交通や庁舎間直行バ

スを利用する際に時差出勤制度を認めた場合の方が，交通手段の転換を希望す

る人が多く存在することがわかった．またその結果 CO2 の削減効果も大きいこ

とが示された． 

 今後の課題としては，勤務時間外での活動の実行可否が具体的にどう変化す

るか明示的に示す方法の確立や，代替活動の提示方法の検討などが挙げられる．

政策的には，市役所での時差出勤制度の導入が業務上可能かどうか，どの部署

では可能でどの部署では不可能なのか，など時刻選択の業務面の課題が挙げら

れる．またつくばのような都市では，パーク・アンド・バスライド施策が有効

であることが確認できたが，他都市では現状の公共交通ネットワークで代替で

きる可能性もあり，様々な条件下で勤務形態変更と時刻選択をセットで行う施

策の有効性を検証することが挙げられる． 
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なお，本章の内容は以下の論文に加筆・修正を加えたものである． 

 

 有賀敏典, 松橋啓介, 青野貞康, 大森宣暁：交通手段転換と勤務時間帯の変

更を同時に考慮したモビリティ・マネジメントに関する研究, 土木計画学研

究・講演集 42, CD-ROM, 2010. 
 



 - 59 -

第 4章 勤務形態変更時の「現在行っている活動」および「追

加で行いたい活動」の実行可能性を提示する Web 応答型のア

クティビティ・シミュレーターの開発 

 
 本章では，アクティビティ・マネジメントで提示する情報の内容について議

論をし，それらの情報を盛り込んだ Web ベースの活動交通シミュレーターの開

発を行う．4.1 節では本章の背景を記し，4.2 節では本章の目的を示す．4.3 節で

は時空間プリズムの変更理論を，4.4 節ではスケジュール生成のアルゴリズムを，

4.5 章で入力画面の説明を示し，4.6 節で通勤者に提示する情報を示し，4.7 節で

本章のまとめを行う． 

 
 
4.1 はじめに 

 
 勤務形態の変更，例えば時差出勤を行うか否かを決定する場合，ある特定の 1
日のスケジュールからでは判断できないと言われている．例えば，Pas ら 70)は，

人々のスケジュールが曜日間で変動していることを示している．さらに，杉恵

ら 71)は平日でも無視できない曜日変動があると指摘している．Hanson et al. 72)

は，複数日のデータを用い，各活動が，典型的・通常・習慣的なものに分類で

き，周期をもって繰り返されることを明らかにしている．これらの研究から，

平日でも無視できないスケジュールの差異があることは明らかである．時差出

勤を行った場合の 1 日全体のスケジュールや活動の実行可否を提示することは

重要なことであるが，どの 1 日のスケジュールを扱うのかよいのか考える必要

がある．一方で，すべての日に対応するようなシミュレーターを構築すること

は不可能である．そこで本研究では，実際には日による変動が多い 1 日のスケ

ジュールを｢典型的な日のスケジュール｣に代表させる． 
既存のシミュレーターは，基本的に現在行っている活動について実行可否判

定している．勤務形態の変更を行うことにより，勤務前後のプリズムが変化し，

今まで出来なかった活動が行えるようになる可能性を秘めていることから，現

在行っている活動に加え，個人が希望している追加の活動の実行可否を示せる

シミュレーターが有用である．本研究のシミュレーターはこの追加の活動の実

行可否を示せることが特徴である． 
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4.2 本章の目的 

 
 時差出勤制度を導入した際の 1 日スケジュールに加え，典型的な日に現状行

っている活動の実行可否および典型的な日には行っていないが希望している活

動（追加活動）の実行可否を明示的に示すような Web ベースの応答型アクティ

ビティ・シミュレーターを開発する．個人が典型的な一日について活動スケジ

ュールや制約等を入力すると，以下のことが可能なシミュレーターを開発する． 
・現在行っている活動が勤務形態変更時に実行可能かどうか判定し，可能な

場合にはそのスケジュールを提示 
・追加活動が実行可能かどうかを判定し，可能な場合にはそのスケジュール

を提示 
・交通所要時間や渋滞情報も合わせて提示 
なお，代替可能なスケジュールに関しては，移動時間と待ち時間が も少な

い（自宅滞在時間が も長い）スケジュールが妥当であると考えられることか

ら，そのスケジュールに代表させることによって，現実的なスケジュールを生

成し提示する． 
また表示項目を，各活動場所での出発・到着時刻，自宅滞在時間，起床・就

寝時刻，渋滞の有無に限定することによって，膨大な情報量を抑える． 
Web 技術は ASP を用い，プログラミング言語は VBScript にて行う． 
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4.3 勤務形態変更による時空間プリズムの変化の理論 

 
 本節では時差出勤を例に勤務形態変更によって，通勤者の時空間プリズムが

どのように変化し，活動機会にどのような影響を受けるのか理論的に分析する． 
 勤務時間帯が変更されたときに，個人はどのように対応するのであろうか．

ここでは睡眠時間帯の変更がある場合とない場合に分けて整理する． 
 睡眠時間帯に変更がない場合，すなわち，起床・就寝時刻を変更しなかった

場合には，その人が朝自宅を も早く出発できる時刻（自宅出発限界），夕方自

宅に も遅く到着できる時刻（自宅到着限界）は変わらないものと考えられる．

図 31 に起床・就寝時刻を変更しなかった場合の，時差出勤（1 時間繰り上げ），

通常勤務，時差出勤（1 時間繰り下げ）それぞれの時の時空間プリズムの例を示

す．通常勤務を基準に考えると，1 時間繰り上げ時差出勤をした場合には，朝の

プリズムが小さくなり，夕のプリズムが大きくなる．逆に，1 時間繰り下げ時差

出勤をした場合には，朝のプリズムが大きくなり，夕のプリズムが小さくなる．

これにより活動機会 X, Y, Z の実行可否や実行可能時間の変化が起こることがわ

かる． 
 次に，睡眠時間帯に変更がある場合，すなわち，起床・就寝時刻を変更した

場合には，その人が朝自宅を も早く出発できる時刻（自宅出発限界），夕方自

宅に も遅く到着できる時刻（自宅到着限界）は変化するものと考えられる．

ここで，個人が起床してから自宅を出発するまでに 小限必要な時間，個人が

自宅に到着してから就寝するまでに 小限必要な時間があると考えると，自宅

出発限界時刻は起床時刻に起床してから自宅を出発するまでに 小限必要な時

間を加えたもの，自宅到着限界時刻は就寝時刻から自宅に到着してから就寝す

るまでに 小限必要な時間を減じたものとなる．  
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図 31 時差出勤時のプリズムの変化（起床・就寝時刻変更なし） 
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4.4 スケジュール生成のアルゴリズム 

 

なお以下では，ある通勤者の現状の1日の自宅外の活動が，職場（O），X，Y，

Zの4か所で行われている例を用いて説明する．自宅を出発して，4か所を訪問し

て，自宅に帰るスケジュールを生成する．なお，計算の都合上，本シミュレー

ターでは時刻について，午前3時を基準に分単位で示している．例えば，午前7

時は時刻240，午後3時は時刻720となる．このときの時空間パスとプリズムを図

32に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

H
（自宅）

O
（職場）

O到着

3:00am

3:00am

H帰宅限界

X Y
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Z
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図 32 時空間パスとプリズムの例 
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4.4.1 入力情報 

 

入力する数値は以下のとおりである（表9）． 

・自宅(H )を出発できる も早い時刻 E Ht  

・自宅(H )に到着できる も遅い時刻 L Ht  

・職場（O）の到着（勤務開始）時刻 A Ot  

・職場（O）の出発（勤務終了）時刻 D Ot  

・地点X，Y， Zでの活動時間 d ( X,Y, Z)i i  

・地点X，Y， Zでの営業時間（活動可能時間帯） F Ut ~ t ( X,Y,Z)i i i  

・追加活動地点（W ）の活動時間 Wd  

・追加活動地点（W ）の営業時間 F W U Wt ~ t  

・各地点間所要時間 T( )( H,O,X,Y, Z, W)j,k j,k  

 

表 9 入力情報 

 
実際の 

到着時刻 

実際の 

出発時刻 
位置情報 

活動実行 

可能時間帯 

自宅 n/a ○ ○ n/a 

X ○ ○ ○ ○ 

職場 ○ ○ ○ n/a 

Y ○ ○ ○ ○ 

Z ○ ○ ○ ○ 

自宅 ○ n/a ○ n/a 

 



 - 65 -

4.4.2 出力情報 

 

出力する数値は以下のとおりである（表10）． 

・自宅(H )の出発時刻 

・職場（O）の到着（勤務開始）時刻 

・職場（O）の出発（勤務終了）時刻 

・地点X，Y， Zの到着時刻 

・地点X，Y， Zの出発時刻 

・自宅(H )の到着時刻 

 

 

 

表 10 出力情報 

 到着時刻 出発時刻 

自宅 n/a ○ 

X ○ ○ 

職場 ○ ○ 

Y ○ ○ 

Z ○ ○ 

自宅 ○ n/a 
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4.4.3 アルゴリズム 

 

 スケジュール生成のフローを図33に示す．  

 

現状と同じ活動を行う場合の1日のスケジュール 

 

想定する時差出勤の時差を とする．すなわち， 

60 1

0

60 1



 



時間繰り上げ

通常勤務

時間繰り下げ
 

である． 

自宅を出発してから帰宅するまで，職場（O） ，X，Y，Zの4か所を訪問す

る全活動パターンは 4!通りある．これら各々のパターンについて，実行可否を

プリズム条件から判定し，自宅滞在時間が も長くなるように各活動の時刻を

決定する．さらに 4!通りの実行可能な活動パターンの中から，同じく自宅滞在

時間が も長くなるパターンを抽出する． 

 ここでは，4!通りのうち，活動パターンが，自宅（H）→X→職場（O）→Y

→ Z→自宅（H）となるものを例にとって説明する． 

 まず，時差出勤の時差αを決定する．  

 職場到着  A O A O
ˆ t  t   (1) 

 職場出発  D O D O
ˆ t  t   (2) 

も自宅滞在時間を長くするためには，できるだけ自宅出発時刻を遅く，自宅

到着時刻を早くするように設定すればよい． 

勤務前のプリズム…職場到着時刻から逆算する 

 職場に に到着するためには，地点Xの出発時刻 D X̂t は， 

 D X A O
ˆ ˆ T(X,O) t t  

と表せる．地点Xでの活動を終了できる も遅い時刻は，地点Xの出発時刻 D X̂t ま

たは営業終了時刻 U Xt のうち早い時刻  D X U X
ˆmin , tt

であるから，地点Xの活動開始

時刻（到着時刻） A X̂t は， 

  A X D X U X X
ˆ ˆmin , t d t t
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である． したがって自宅出発時刻 D Ĥt は， 

 D H A X
ˆ ˆ T(H,X) t t  

と一意に定まる．なお， 

A X F X
ˆ tt  or D H E H

ˆ tt  

 

であれば，それぞれ，地点Xでの活動開始時刻が営業時間前になってしまうため

実行不可能，自宅(H )を出発できる も早い時刻より早く出発しなくてはならな

いため実行不可能と判定する． 

勤務後のプリズム…職場出発時刻から順に計算する 

プリズム制約の考え方は，勤務前同様に行う．ゆえに， 

地点Y到着時刻： A Y D O
ˆ ˆ T(O,Y) t t  

地点Y出発時刻：  D Y A Y F Y Y
ˆ ˆmax , t d t t

 

地点 Z到着時刻： A Z D Y
ˆ ˆ T(Y,Z) t t  

地点 Z出発時刻：  D Z A Z F Z Z
ˆ ˆmax , t d t t

 

自宅到着時刻： A O D Z
ˆ ˆ T(Z,H) t t  

を得る．また， 

D Y U Y
ˆ tt  or D Z U Z

ˆ tt  or A H L H
ˆ tt  

の場合，実行不可能と判定する． 

 なお，起床就寝時刻に関しては，変更せざる終えない場合を除いて，変更し

ない． 

 

現在の活動に加え，追加活動W を行う場合 

 

1日の自宅外の活動が，4か所から5か所にすることで，そのまま適用できる． 
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ｍ＝１

ｋ＝0

どのスケジュールを生成するか決定

（時差α，自宅外活動地点数 n） 

ｍ－１番目の活動地点での活動終了時刻・出発時刻を，

地点間所要時間と営業時間から決定 

ｋ番目（ｋ＝１…ｎ！）の活動パターンを抽出

活動パターンをｎ！通りつくる 

自宅の出発時刻を地点間所要時間から決定 

ｍ＝ｎ 

職場が何番目の自宅外活動か調べる（ｍ番目とする）※ 

開始

ｋ＝ｎ！

職場の到着時刻を時差αから決定 

ｍ＋１番目の活動地点での到着時刻・活動開始時刻

を，地点間所要時間と営業時間から決定 

自宅の到着時刻を地点間所要時間から決定 

終了 

職場の出発時刻を時差αから決定 

YES 

ｋ＝ｋ＋1 

YES 
NO 

YES 
NO 

NO 

ｍ＝ｍ－１ 

ｍ＝ｍ＋１ 

ｍの値を職場の番目の初期値にリセット（※の値にする）

 

図 33 アルゴリズムのフロー 
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4.5 入力画面 

 

 本節では，調査協力者の通勤者に入力をしてもらう情報について説明する．

基本的には典型的な日のトリップダイアリーを入力するが，入力のしやすさを

考慮している． 

 

 

4.5.1 個人的な制約条件 

 
 自宅の出発限界，到着限界を算出するために，朝起きてから自宅を出るまで

に必要な時間，夜帰宅してから寝るまでに必要な時間を入力（図 34）． 

 
 
 
 
 
 

 

 
 

 
図 34 個人的な制約条件 

 



 - 70 -

4.5.2 典型的な日の移動のパターン 

 

 勤務を行う も典型的な日を思い出してもらい，典型的な日の移動パターン

を入力（図35）． 

 

 

 

 

 

図 35 移動パターンの入力画面 
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4.5.3 各トリップの出発・到着時刻の入力 

 

移動パターンを反映し，各活動場所の出発・到着時刻を入力する画面が表示

される．各活動場所の出発・到着時刻を入力（図36）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 36 各トリップの出発・到着時刻入力画面 
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4.5.4 各活動場所の位置情報 

 

 図37のように，緯度経度情報に関しては，Google Maps APIを用い，所在地の

住所や郵便番号，施設名等を入力しもらうことで，近辺の地図を表示し，そこ

から所在地をクリックしてもらうことにより，位置情報を得る．職場の位置情

報は，入力の簡略化のためデフォルトで設定． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 37 位置情報入力画面 
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4.5.5 自宅・職場以外の各々の活動の活動可能時間帯 

 

 商店であれば営業時間を，時刻指定の送迎であれば指定時刻を入力してもら

い，その活動可能時間帯とする（図38）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 38 活動可能時刻入力画面 
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4.5.6 典型的な日には行っていないが希望する活動（追加活動） 

 

典型的な日には行っていないが行いたい活動（以下，追加活動と呼ぶ）を，

選択肢から選び所要時間を，また選択肢以外の活動が行いたい人にはその活動

の位置情報，・活動可能時間帯・所要時間を入力してもらう．選択肢は事前の調

査から多かったものを選び，「映画鑑賞」，「スポーツクラブでの運動」，「大型シ

ョッピングセンターでの買い物」を用意し，これらは対象市内にある活動場所

の位置情報，営業時間データを用意し，入力を簡略化した（図39）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 39 追加活動の入力例 
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4.6 通勤者に提示する情報 

 

4.4節での計算結果をもとに，通常勤務時・時差出勤時（1時間繰り上げ・1時

間繰り下げ）の3パターンそれぞれの，現状の活動を行った場合・現状に加えて

追加の活動を行った場合のスケジュール（計6パターン）を示した（図40）． 

スケジュールは図のように，各活動場所での出発・到着時刻および自宅滞在時

間等を表示した． 
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図 40 提示されるスケジュール例 
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4.7 結論 

 

スケジュールに関する情報提供は，代替可能なスケジュールが膨大に存在す

ること，スケジュール自体の情報量が多いことから難しいとされる．本研究で

は代替可能なスケジュールに関しては，自宅滞在時間が も長い（移動時間と

待ち時間が も少ない）スケジュールで代表させることによって，現実的なス

ケジュールを生成し提示した．また表示項目を，各活動場所での出発・到着時

刻，自宅滞在時間，起床・就寝時刻，渋滞の有無に限定することによって，膨

大な情報量を抑えた．また時差出勤制に適用できるように，既存研究では行わ

れていない，空きプリズムの認知を目的として，個人が希望する追加活動の実

行可能性を判定できるようにカスタマイズした．このアクティビティ・シミュ

レーターを用いることで，個人は勤務形態変更時のスケジュールや活動実行可

否についてより正確に認知することができ，時差出勤制をより合理的な判断が

できるようになるメリットがある． 
 なお本研究では，宇都宮市での適用するためにカスタマイズを行っているが，

活動機会（映画館・ショッピングセンター）の情報を入れ替えれば，宇都宮市

だけでなく日本全国，世界各地でも利用できる． 
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なお，本章の内容は以下の論文に加筆・修正を加えたものである． 

 

 有賀敏典, 青野貞康, 大森宣暁, 原田昇：勤務形態変更時の活動パターンを

提示する Web ベースシミュレーターの開発－官庁の時差出勤を対象にして

－, 第 29 回交通工学研究発表会論文報告集, CD-ROM, 2009. 
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第 5章 勤務形態変更時の「現在行っている活動」および「追

加で行いたい活動」の実行可能性に関する情報提供の有用性 

 

 本章では，第 4 章で開発したアクティビティ・シミュレーターを用い，実際

に勤務形態変更において適用を行う．5.1 節では本章の背景を記し，5.2 節では

本章の目的を示す．5.3 節では調査内容，5.4 節では調査実施概要を示す．5.5
節ではシミュレーター利用前の時差出勤に対する意向を，5.6 節では利用後の意

向を，5.7 節では利用前後の変化を述べる． 後に，5.8 節で本章のまとめを行

う． 
 

 

5.1 はじめに 

  

勤務時刻を変更することで，業務面・通勤面・生活面の各課題が生じている

ことが報告されている．一方で，『朝のゆとりが生まれた』や『家族との時間が

多く持てるようになった』といったような，時差出勤制度導入により，個人の

プライベートの時間が有効に活用できたという例も報告されている．すなわち，

時差出勤制度を適切に設定すれば，個人の生活の質が向上し，混雑緩和にも効

果が期待できる．しかしながら，どのような頻度であれば時差出勤制度に参加

しやすいのか，どのようなタイプの人が時差出勤制度でプライベートの時間が

有効に活用できるのか，など勤務者のニーズの把握があまり出来ていない現状

がある． 

さらに，ニーズを把握しようとアンケート調査等を行った場合に問題となる

のが，勤務者が時差出勤を行った場合のスケジュールの変化や利用可能な活動

機会の変化を正確に把握していない可能性があることである．時差出勤を行っ

た場合，通勤者は各活動・移動の時刻が変わり現状と同じ活動が実行できなく

なることや，プリズム制約が変わることにより現在では利用できない活動機会

が利用可能になることがある．しかし，これらの情報が認知されているか定か

ではない． 
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5.2 本章の目的 

 

そこで，第 4 章で開発した Web 応答型のアクティビティ・シミュレーターを

用いることで，通勤者が1日のスケジュールや現状行っている活動の実行可否，

追加活動の実行可否を認知しアクティビティ・マネジメントが有効に行えたか

を検証するために，時差出勤に関する意向を尋ねる調査を行う．また，通勤者

の制約や勤務形態変更のニーズに関しても分析をする． 

 

 

5.3 調査内容 

 

5.3.1 調査手法 

 

本調査は，Web 上にてデータを収集した．図 41 のように調査は大きくわけて

シミュレーター利用前と利用後からなる．利用前には，個人属性，時差出勤制

度への選好を尋ね，利用後に再び時差出勤制度への選好を尋ね，さらにその要

因等も尋ねた．表 11 に詳細な質問内容を示す． 

 

 

個人属性

時差勤務への意向

追加活動の意向

現状の活動記録

時差勤務への意向

意向の理由

シミュレーター

時差勤務時の
スケジュール提示

 
図 41 調査のフロー 
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表 11 質問内容の詳細 

注 分類 項目 　　　　　　　　　　　　選　　択　　肢　　な　　ど
年代 20代　　30代　　40代　　50代
性別 男性　　女性

同居している人 単身　　親　　配偶者　　子　　その他
＃ 希望勤務時間帯（通常と繰り上げ） 毎日通常　　週1時差・他通常　　通常・時差半々　　週1通常・他時差　　毎日時差
＃ 希望勤務時間帯（通常と繰り下げ） 毎日通常　　週1時差・他通常　　通常・時差半々　　週1通常・他時差　　毎日時差
※ 各活動場所での名称 自宅　　勤務先　　その他
※ 自宅出発限界・到着限界 時刻を直接入力
※ 各活動場所での到着時刻 時刻を直接入力
※ 各活動場所での出発時刻 時刻を直接入力
※ 各活動場所の位置情報 地図上をクリック
※ 各活動場所での活動実行可能時間帯 時刻を直接入力

追加活動を行う場所の名称 自宅　　映画館　　スポーツジム　　大型ショッピングセンター　　その他
追加活動の希望時間長 時間を直接入力

＊ 追加活動の位置情報 地図上をクリック
＊ 追加活動の実行可能時間帯 時刻を直接入力

家族団らん　　テレビ　　新聞・読書　　睡眠　　食事　　音楽
ガーデニング　　インターネット　　勉強　　ゲーム　　その他

＃ 希望勤務時間帯（通常と繰り上げ） 毎日通常　　週1時差・他通常　　通常・時差半々　　週1通常・他時差　　毎日時差
＃ 希望勤務時間帯（通常と繰り下げ） 毎日通常　　週1時差・他通常　　通常・時差半々　　週1通常・他時差　　毎日時差

時差勤務のメリット 睡眠　　食事　　追加活動　　家族団らん　　交通渋滞　　その他
時差勤務のデメリット 睡眠　　食事　　追加活動　　家族団らん　　交通渋滞　　その他

＃…業務に影響がないと仮定した場合　　　※…シミュレーターで利用　　　＊…自宅外を選択した場合のみ

時差勤務
への意向

追加活動
への意向

現状の
活動記録

意向の
理由

追加活動内容＊

個人属性

時差勤務
への意向
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5.3.2 調査実施概要 

 

 対象は，栃木県および宇都宮市に勤務し，自動車通勤を行う職員とした．ま

た，募集は庁内・役所内の電子掲示板にて行った．92 名から回答が得られ，そ

のうち有効回答は 78 名であった．Web 上のエラーチェック機能などの精度を上

げれば有効回答率の向上ができると思われ，今後の技術的な課題とする． 

 

 

宇都宮市の現況および過去の経緯 

 

 本調査を行った栃木県宇都宮市は，全国の他都市と比べても自動車依存が強

く，通勤時間帯には慢性的な渋滞が起こっている．市内は主に，3つの環状線と

12 の放射状に伸びる道路から構成されている．また今回調査をお願いした栃木

県と宇都宮市の職員が勤務する，栃木県庁舎，宇都宮市役所は市の中心部に位

置する．  

 職員の定められた勤務時刻は，栃木県が 8時 30 分から 17 時 30 分まで，宇都

宮市が 8時 30 分から 17 時 15 分までとなっている． 

 栃木県・宇都宮市の職員および民間企業の職員を加え，平成 11 年に時差出勤

の試行実験を行っている．この際には，時差出勤を行うことで渋滞緩和等の効

果が認められた．職員の勤務外時間に影響が出ないことを業務効率より優先し，

職員の自主的な時差出勤を行った．その結果，どの職員がいつ勤務しているの

か不明確になり，業務連絡等へ影響が出て，本格実施には至らなかった． 

 また，本研究の実施中，平成 21 年に栃木県職員を対象とした時差出勤試行実

験が行われている．試行期間は 1 週間であった．渋滞緩和などの効果が出てお

り，職員にもおおむね好評であった．1週間では職員のプライベートへの影響が

よくわからないとされ，試行期間を 1 ヶ月に拡張して試行実験を再び行ってい

る． 
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5.4 調査結果の基礎集計 

 
 本節では，調査結果の基礎的な集計を行う．5.4.1 では個人属性の集計を，5．
4.2 では現状のトリップに関する集計を，5.4.3 では希望する追加で行いたい活

動の内容を，5.4.4 では提示したスケジュールの実行可否の集計について行った． 

 
 
5.4.1 調査協力者の個人属性 

 

 調査協力者 78 名の年代別・性別・世帯構成・通勤時間別の分布を図 42 に示

す．世帯構成について，二世代（親）は本人と親世代が同居していて子世代は

同居していない人，二世代（子）は本人と子世代が同居していて親世代は同居

していない人，三世代は本人と親世代・子世代ともに同居している人としてい

る．なおこれらの分類では，兄弟姉妹等が同居しているかどうかは不問として

いる． 

 

 

 

 

 

74%

9%

5%

29%

26%

29%

12%

60%

33%

23%

12%

28%

37% 23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別

年代

世帯構成

通勤時間

30分未満 60分未満 60分以上

男性 女性

単身 夫婦 二世代（親） 二世代（子） 三世代

 

図 42 調査協力者の個人属性 
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5.4.2 現状のトリップ 

 

（1）自宅出発・到着時刻と勤務先到着・出発時刻 

 

 自宅出発・到着時刻と勤務先到着・出発時刻を図 43 に示す．定時の勤務開始

時刻は 8時 30 分，終了は 17 時 30 分（県庁）・17 時 15 分（市役所）である．し

かし，勤務先の到着・出発時刻は，仕事の準備時間や残業などの要因により職

員によって異なっている．朝はおおむね勤務直前に到着しているが，一部で勤

務開始 30 分以上前に到着している層も存在する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5%

13%

31%

5%

29%

87%

29%

35%

58%

17%

23%

8%

18%

23%

4%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅出発

勤務先到着

勤務先出発

自宅到着

~7：59 8：00~

~17：59 18：00~ 19：00~ 20：00~ 21：00~

~17：59 18：00~ 19：00~ 20：00~ 21：00~

~6：59 7：00~ 7：30~ 8：00~

 

図 43 自宅・職場の出発・到着時刻 
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（2）トリップパターン 

 

現在の勤務者の 1 日においてのトリップチェーンおよび立ち寄り目的を分類

したものを表 12 に示す．約 7割の職員が自宅と勤務先の往復のみだと回答して

おり，残りの約 3 割の職員が通勤または帰宅途中に立ち寄りを行っている．な

お午前中に立ち寄りを行っている職員，往路復路ともに立ち寄りを行っている

職員は，全員が保育園等の送迎目的であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 12 現状のトリップパターン 

送迎を含む － 2人 3人 5人 1人

送迎を
含まない

56人 11人 0人 0人 0人
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5.4.3 希望する追加で行いたい活動 

 

 典型的な活動に含まれない活動で行いたい活動（以下，追加活動とする）を

選んでもらっている．この情報をもとにシミュレーターでは，1 時間繰り上げ，

繰り下げの時差出勤を行った場合に，現状と同内容の活動を行う場合（追加活

動が自宅外の場合のみ），それに加え追加活動も行う場合のそれぞれが，実行可

能か判定をしている． 

 その結果を図 44 に示す．約 3割の職員が自宅内で時間を使いたいと答えてお

り，希望する自宅内の活動内容は家族団らんが も多かった．なお，自宅内活

動は，テレビを見ながら家族団らんというように，分類が明確にできないため

複数回答を許容している．一方残りの職員は，自宅外での活動を挙げており，

買物とスポーツが多い回答であった． 

  

 

 

 

 

 

買物, 24

スポーツ, 19

飲食, 4

送迎, 4

ガーデニング, 2

パチンコ, 2

映画, 2

習い事, 2

自宅内, 19

12

9

9

8

6

5

3

3

1

1

2

0 5 10 15

家族団らん

テレビ

新聞・読書

睡眠

食事

音楽

ガーデニング

インターネット

勉強

ゲーム

その他

 
図 44 希望する追加的活動 
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さらに詳しくどの属性がどの追加活動を希望しているかを分析する．自宅内活

動を希望した割合を，性別，未成年の子供がいると考えられる 20 代・30 代の子

供と同居しているか否かで分類した．これらの二分類にて，自宅内・外の活動

別の人数を集計し，独立性のχ2検定（母比率の検定）を行った．その結果，検

定統計量 T=13.71(>6.63)にて有意水準 1%で，男性より女性のほうが自宅内活動

を選択する傾向があった．また同様に，検定統計量 T=7.183(>6.63)にて有意水

準 1%で，未成年の子供と同居していると考えられる人はそれ以外の人に比べ，

自宅内活動を指向する傾向がった．特に女性の未成年の子供がいる世帯に限る

と，5人全員が自宅内活動と答えている．このように，属性によって希望する追

加活動に大きな差があることが明らかになった． 

 

 

5.4.4 提示したスケジュールの実行可否 

 

 現状の典型的な 1日のスケジュール，制約条件，希望する追加活動などから，

算出したスケジュールをタイプ別にまとめたものを表 13 に示す． 現状と同じ

活動ができると判定したサンプルは 68，できないと判定したサンプルは 10 であ

った．また，追加の活動は勤務時刻を繰り下げるほど実行不可能になるサンプ

ルが多いことがわかる．これは，買物をする店やスポーツジムなどが主に勤務

後にしか開いておらず，活動が行えないからであると考えられる． 

 これを 1時間繰り上げ時の活動の実行可否，1時間繰り下げ時の活動の実行可

否で分類したものが，表 14，表 15 である． 
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表 13 提示されたスケジュール実行可否 

時差 -1 0 +1 -1 0 +1
○ ○ ○ 20
○ ○ × 10

○ ○ ○ ○ × ○ 3
○ × × 8
× × × 12

○ ○ × ○ ○ × 2
× ○ ○ × × × 4
○ ○ ○ 15
○ ○ × 1
× ○ ○ 1
× ○ × 2

自
宅
内

59

19

現状の活動 現状+追加の活動
人数 計

自
宅
外

 

(注)時差について，例えば，+1とは，現状の始業時刻を 1時間遅らすことを示す． 

 

表 14 1 時間繰り上げ時の活動の実行可否 

不可能 可能

不可能 4 - 3 7

可能 12 43 16 71

16 43 19 78

計
追加活動
（自宅内）

追加活動（自宅外）

現状と同じ活動

計
 

 

表 15 1 時間繰り下げ時の活動の実行可否 

不可能 可能

不可能 2 - 3 5

可能 34 23 16 73

36 23 19 78

計

現状と同じ活動

計

追加活動（自宅外） 追加活動
（自宅内）

 

 



 - 89 -

5.5 シミュレーター利用前の時差出勤に対する意向 

 
利用前・後で，時差出勤の希望頻度を問う同一の質問をした．結果を図 45 に

示す．なお指標である E1-E5, L1-L5 に関しては，E1-E5 は 1 時間繰り上げ時差

出勤を希望する頻度を示し，L1-L5 は 1 時間繰り下げ時差出勤を希望する頻度を

示している． 

時差出勤を行う際に，現状の勤務時刻の前後どちらにおいても，部分的に行

いたい人の割合が多いことが特徴的である． 

  
 
 
 
 

28

21

25

24

10

16

4

6

11

11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1時間繰り上げ
（E）

1時間繰り下げ
（L)

E1,L1（毎日通常）

E2,L2（週一時差，他通常）

E3,L3（通常と時差半々）

E4,L4（週一通常，他時差）

E5,L5（毎日時差）
 

図 45 シミュレーター利用前の時差出勤に対する意向 
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5.6 シミュレーター利用後の時差出勤に対する意向 

 

シミュレーターにて情報提供を行っているため，シミュレーター利用前より

利用後の方が現実に近い意向を示していると考えられる．利用後の結果を図 46

に示す．  

シミュレーター利用後の意向も全体としては大きな変化は見られない．時差

出勤を行う際に，現状の勤務時刻の前後どちらにおいても，部分的に行いたい

人の割合が多いのは利用前と同じである．従来から，時差出勤をしたいか・し

たくないかという二択の設問をアンケートで尋ねる研究が多いが，したい・し

たくないだけでは答えられない意向が多いことがわかる．1時間繰り上げ・下げ

ともに一切行いたくない人はわずか 78 人中 8人に過ぎない結果となった．この

結果は，時差出勤をうまく導入を行えば，個人の生活の質（QOL）が高まること

が期待できるといえる．特に週 1回行いたいという意向が多い． 

 

 

 

 

25

21

26

25

9

14

6

9

12

9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1時間繰り上げ
（E）

1時間繰り下げ
（L)

E1,L1（毎日通常）

E2,L2（週一時差，他通常）

E3,L3（通常と時差半々）

E4,L4（週一通常，他時差）

E5,L5（毎日時差）
 

図 46 シミュレーター利用後の時差出勤に対する意向 
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次にどのようなタイプの人が時差出勤への意向が高いか分析をする．簡単の

ため E2-E4，L2-L4 を部分的に時差出勤を希望する層としてまとめ，各セグメン

ト別の 3段階の各意向を選んだ人の人数を集計し，独立性のχ2検定（母比率の

検定）を行った．その結果を表 16・17 に示す．1 時間繰り上げに対する意向に

は，「追加活動ができる」かどうか，「家族との時間が多くとれる」かどうかが，

時差出勤への意向に大きな影響を与えていることがわかる．また 1 時間繰り下

げ時差出勤に対しては，「朝ゆっくり起きられる」かどうか，「追加活動ができ

ない」かどうかが意向に大きな影響を与えている．なお既存研究で言われてい

るような，年齢，性別等では意向の違いがはっきりあるとは今回の調査結果か

らは認められなかった．道路や鉄道の混雑状況，活動機会などの前提条件の違

いやサンプル数の問題などが考えられる． 

 

 

表 16 時差出勤の意向の要因分析（1時間繰り上げ時） 

自由度 検定統計量 有意水準
2 2.45
6 1.57

追加活動ができる 2 10.39 **
夜早く寝られる 2 2.09
渋滞にあわない 2 4.09

家族との時間が多くとれる 2 7.62 *
食事がいつもの時間にとれる 2 1.12

追加活動ができない 2 4.35
朝起きるのがつらい 2 3.16

渋滞にあう 2 0.60
家族との時間が少なくなる 2 5.87

食事がいつもの時間にとれない 2 4.37
* 有意水準5%　** 有意水準1%

1時間
繰り上げの
デメリット

1時間
繰り上げの

メリット

年代
性別

セグメント

 

 

表 17 時差出勤の意向の要因分析（1時間繰り下げ時） 

自由度 検定統計量 有意水準
2 1.14
6 4.28

追加活動ができる 2 3.44
朝ゆっくり起きられる 2 11.77 **

渋滞にあわない 2 1.91
家族との時間が多くとれる 2 0.88

食事がいつもの時間にとれる 2 2.14
追加活動ができない 2 6.93 *
夜寝るのが遅くなる 2 4.81

渋滞にあう 2 3.19
家族との時間が少なくなる 2 4.84

食事がいつもの時間にとれない 2 2.55
* 有意水準5%　** 有意水準1%

1時間
繰り下げの

メリット

1時間
繰り下げの
デメリット

セグメント
性別
年代
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5.7 シミュレーター利用前後の時差出勤に対する態度変化 

 

（1）1 時間繰り上げ 

シミュレーター利用の前後で意向が変化したサンプルが 15 名（うち時差出勤

の頻度を増やす（＋）方向に変化したのが 10 名，頻度を減らす（－）方向に変

化したのが 5 名）であった．一定数のサンプルがシミュレーター利用前後で時

差出勤に対する意向を変化させていることがわかる． 

 現状の活動の実行可否および追加活動の実行可否で分類し，時差出勤に対す

る意向の変化を表したのが，図 47 である．この結果は，追加活動の実行可否は

認知があまりされておらず，シミュレーターを利用して初めて認知される場合

が多く存在することを示している．また，シミュレーター利用後の時差出勤に

対する意向を図 48 に示す．追加活動が可能であると判定された層は，時差出勤

への意向が高いことがわかる． 

次に，変化の原因を分析するために，アンケート調査の時差出勤のメリット・

デメリットから分類したものが表 18 である．意向がプラスに変化した層がして

いない層に比べ，多くあげられているのが，追加活動ができること，家族との

時間が多くとれることであった．シミュレーターを利用した結果，これらの要

因に気づき意向を変化したものと考えられる．一方，マイナスに意向が変化し

た理由として，一部の職員は，送迎ができなくなること，相乗りができなくな

ることを挙げていた． 
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図 47 時差出勤に対する意向変化（1時間繰り上げ時） 
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図 48 変化後の意向分布（1時間繰り上げ時） 

 

 

 

表 18 意向変化の要因分析（1時間繰り上げ時） 

意向
変化なし

意向が
＋へ変化

意向が
－へ変化

14% 10% 0%
追加活動ができる 44% 80% 60%

夜早く寝られる 16% 40% 60%
渋滞にあわない 51% 50% 0%

家族との時間が多くとれる 24% 50% 20%
食事がいつもの時間にとれる 5% 0% 20%

追加活動ができない 3% 0% 0%
朝起きるのがつらい 71% 70% 80%

渋滞にあう 3% 0% 20%
家族との時間が少なくなる 14% 20% 0%

食事がいつもの時間にとれない 22% 10% 40%

1時間繰り上げ時に現状の活動ができなくなる

1時間
繰り上げの
デメリット

1時間
繰り上げの

メリット
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（2）1時間繰り下げ 

同様に，時差出勤に対する意向の変化を表したのが図 49，シミュレーター利

用後の時差出勤に対する意向を図 50 に示す．また，変化の原因を分析するため

に，アンケート調査の時差出勤のメリット・デメリットから分類したものが表

19 である．シミュレーション利用の前後で意向が変化したサンプルが 11 名（う

ちプラスに変化したのが 6 名，マイナスに変化したのが 5 名）であった．こち

らも一定数のサンプルがシミュレーター利用前後で時差出勤に対する意向を変

化させていることがわかる．追加活動の実行可否は，1時間繰り上げほどには意

向に影響を与えていない．その原因としては，調査協力者が希望した追加活動

の多くは，買い物やスポーツジムなどの活動機会が勤務後にのみ提供されてい

るものであるからと考えられる．活動機会を勤務前に用意すると，遅い時間の

勤務が好まれる可能性が高いと考えられる． 

こちらは，意向がプラスに変化した層の理由は，時差出勤のメリット・デメ

リットからは明らかでないが，朝起きる時刻が遅くなることなどに気がついて

意向を変えた可能性がある．一方，マイナスに変化した層は追加活動ができな

いためが多くあげられている．また，現状と同じ活動ができなくなるサンプル

も多く存在した．また，メリットとして渋滞にあわないことを多く挙げており，

渋滞にあわないから時差出勤がよいとした人が，シミュレーションを見て活動

機会が減るため，意向を変えたと推測できる． 
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図 49 時差出勤に対する意向変化（1時間繰り下げ時） 
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図 50 変化後の意向分布（1時間繰り下げ） 

 

 

 

表 19 意向変化の要因分析（1時間繰り下げ時） 

意向
変化なし

意向が
＋へ変化

意向が
－へ変化

11% 17% 33%
追加活動ができる 15% 0% 17%

朝ゆっくり起きられる 70% 67% 50%
渋滞にあわない 39% 50% 83%

家族との時間が多くとれる 5% 17% 33%
食事がいつもの時間にとれる 2% 0% 33%

追加活動ができない 21% 50% 50%
夜寝るのが遅くなる 35% 17% 17%

渋滞にあう 8% 0% 0%
家族との時間が少なくなる 26% 17% 33%

食事がいつもの時間にとれない 18% 0% 0%

1時間
繰り下げの

メリット

1時間
繰り下げの
デメリット

1時間繰り下げ時に現状の活動ができなくなる
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5.8 結論と今後の課題 

 

開発した Web 応答型のアクティビティ・シミュレーターを用いることの有効

性を検証するために，当時時差出勤制度を導入していなかった官公庁の自動車

通勤者を対象に，時差出勤に関する意向を尋ねる調査を行った．シミュレータ

ーの利用前後で同一の時差出勤に関する意向を尋ね比較した．その結果，勤務

形態変更時のスケジュールや現状の活動および追加活動の実行可能性の認知は

必ずしも正確になされておらず，シミュレーターを用いることで，勤務形態の

変更による個人の活動への影響がより正確に認知され，アクティビティのマネ

ジメントが効率的に行えることが示された．特に，追加活動の実行可否に関し

ては認知が低く，シミュレーター利用の効果が大きいことが確認できた．次に

実務的には，勤務形態の変更に関するニーズが明らかになった．具体的には，

時差出勤制の導入は，既存事例では同じ人が毎日行うような時差出勤制度の導

入が多いものの，今回の調査から週 1 回などといった部分的な導入を希望する

ニーズが多いことが明らかになった．また勤務時間帯の繰り上げ，繰り下げと

いう観点からは，どちらも同等程度のニーズがあり，時差出勤制が導入されて

も一切利用したくない（毎日現状の定時勤務が良い）とした人は意外に少ない

ものであることが示された． 後に，勤務形態の変更の導入が個人の生活にど

のように影響するのか分析した．具体的には，勤務時間帯を変更した場合の現

状の活動の実行可否や追加活動の実行可否に影響がでて，その結果が時差出勤

に関する意向に大きな影響を与えていることを明らかにした． 

 今後の課題としては，時差出勤の業務への影響の把握と支障のない時差出勤

の組み方の調査，1日からでは把握することが困難な複数日内での制約や必須活

動の考慮，時差出勤以外のフレックスタイム制や圧縮勤務への拡張などが挙げ

られる．また技術的な課題としては，入力の簡略化，エラーチェック強化によ

るサンプル数の磨耗を減らすことなどが挙げられる． 
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なお，本章の内容は以下の論文に加筆・修正を加えたものである． 

 

 有賀敏典, 青野貞康, 大森宣暁, 原田昇：Web ベースのアクティビティ・ス

ケジューラーを利用した時差通勤への受容性向上－官公庁職員を対象にし

て－, 土木計画学研究・講演集 39, CD-ROM, 2009. 

 有賀敏典, 青野貞康, 大森宣暁, 原田昇：Web ベースのアクティビティ・シ

ミュレーターを用いた時差出勤制度に対する意向分析, 土木計画学研究・講

演集 41, CD-ROM, 2010. 

 有賀敏典, 青野貞康, 大森宣暁, 原田昇：Web ベースの活動・交通シミュレ

ーターを用いた時差出勤制度に対する意向分析, 交通工学，交通工学研究会, 

CD-ROM, 2011. 
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第 6章 結論と今後の課題 

 

 

 本章では，本研究で得られた成果と今後の課題をまとめる． 

 

 

6.1 本研究の成果 

 

本研究では，時間的分散を伴う交通需要マネジメント（TDM）施策の適切な

評価のために，施策導入時の個人の活動機会への影響を認知させ，個人が受容

できるスケジュールを提示する手法の開発とそのアクティビティ・マネジメン

トへの有用性の検証を行うことを目的とし，アクティビティ・マネジメントの

様々な適用例のうち時差出勤制をケーススタディした．研究の方法としては，

次の三点を示すことで，個人が受容できるスケジュールを提示する手法の開発

とそのアクティビティ・マネジメントへの有用性の検証を行った． 

 1 日の職場往復のスケジュールを提示することの有効性の検証 

 1 日の職場往復のスケジュールに加え，現状の活動機会の可否，さらには

現状行っていないが追加で行いたい活動（追加活動）の実行可否を提示で

きるアクティビティ・シミュレーターの開発 

 上記のシミュレーターを利用することの有効性の検証 

 

 第 2 章では，時間的分散を伴う TDM 施策の促進のために既存研究が行ってい

る時刻に関する選好関連する既存研究と既存事例に関するレビューを行った．

トリップベースモデルの中で時刻選択を段階的に行ったものや，希望到着時刻

との差による不効用で説明したり勤務前と勤務の各効用の 大化で説明したり

する研究がある．しかし，勤務時間帯が変更されたときに，前後の時空間プリ

ズムの大きさが変更になり，1 日全体のスケジュールや活動の実行可否がどのよ

うに変更になるのかを提示し個人に認知してもらい，スケジュールを調整して

もらった上で，時刻選択の選好をとらえるようなアクティビティ・マネジメン

トの視点が欠落していることを指摘した． 
次に，応答型調査の動向についてレビューをした．応答型調査の特徴を整理

し，活動スケジュールが決定される過程やその要因分析に利用されるゲーミン

グ・シミュレーションについて整理した．膨大な選択肢集合の中から代替案を

限定して提示する方法が確立していないこと，個人個人の異なる代替スケジュ

ールを効率よく提示することが難しかったことから適用が進んでいないことを
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示した．しかし，前者の問題に関しては，交通需要予測で利用される現実の行

動を忠実に再現するプリズム制約を考慮したモデルを援用することで，後者の

問題に関しては，近年の情報技術の発展により可能になった Web を用いること

により，個人個人に合わせた情報提供のできる応答型のツールが開発され，適

用できると考えられる． 
後にアクティビティ・マネジメントを適用する勤務形態変更に関するレビ

ューを行った．勤務形態の変更はうまく利用すれば，個人にも社会にもメリッ

トがある施策であるにもかかわらず，必ずしも導入が進んでいないことを明ら

かにした．その原因として，時差出勤制やフレックスタイム制等を導入する上

では，勤務形態変更の個人への影響やニーズを十分分析した上でないと，導入

が難しいことが挙げられる．しかしながら，勤務形態変更の個人への影響やニ

ーズに関する研究は十分になされていないことを示した． 

 

第 3 章では，ピーク時の自動車通勤者をオフピーク時の公共交通にシフトさ

せることができれば個人にも社会にも望ましいと考えられることから，勤務形

態変更と交通手段変更に関する施策をセットで導入した際の通勤行動の選好に

ついて，1日の職場往復のスケジュールを示すことで意向をより正確に捉えるこ

とが可能になることを示した．本章ではモビリティ・マネジメントの理論を用

い，現状の交通ネットワークで情報提供をした場合，パーク・アンド・バスラ

イド（P&BR）システムを整備した場合，P&BR を整備した上で P&BR を含む公共交

通利用者を対象に時差出勤制を認めるような政策を導入した場合のそれぞれに

ついて，時刻変更やモーダルシフトがどの程度起きるのか定量的に分析を行っ

た．分析を行うに際し，Web 応答型の通勤シミュレーターを開発し用いた．現在

定時勤務を行っており自動車通勤者が多い官公庁で調査を行った結果，個人の

実際の勤務時間に合わせて通勤・帰宅の様々な交通手段と勤務時間帯の組み合

わせに関する情報提供をすることで，より効果的に個人のスケジュールや交通

手段に関する選好を捉えられることが確認できた．また政策的には，現状のネ

ットワークで情報提供をした場合，庁舎間直行バスを運行してパーク・アンド・

バスライドを導入した場合に比べ，公共交通や庁舎間直行バスを利用する際に

時差出勤制度を認めた場合の方が，交通手段の転換を希望する人が多く存在す

ることがわかった．  

 

第 4 章では，自動車通勤をしている人を対象にした 1 日の職場往復のスケジ

ュールに加え，現状の活動の実行可否および現状では典型的な日には行ってい

ないが行いたい活動（追加活動）の実行可否を明示的に示すような Web ベース

の応答型アクティビティ・シミュレーターを開発した．個人が典型的な一日に
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ついて活動スケジュール等を入力すると，現在行っている活動が勤務形態変更

時に実行可能かどうか判定し，可能な場合にはスケジュールがどのように変化

するのかを提示し，さらに典型的な日には行っていないが希望している活動（追

加活動）が実行可能かどうかを判定する点が特徴である．さらに交通所要時間

や渋滞情報も合わせて提示した．スケジュールに関する情報提供は，代替可能

なスケジュールが膨大に存在すること，スケジュール自体の情報量が多いこと

から難しいとされる．本研究では代替可能なスケジュールに関しては，自宅滞

在時間が も長い（移動時間と待ち時間が も少ない）スケジュールで代表さ

せることによって，現実的なスケジュールを生成し提示した．また表示項目を，

各活動場所での出発・到着時刻，自宅滞在時間，起床・就寝時刻，渋滞の有無

に限定することによって，膨大な情報量を抑えた．このアクティビティ・シミ

ュレーターを用いることで，個人は勤務形態変更時のスケジュールや活動実行

可否についてより正確に認知することができ，時差出勤制をより合理的に判断

できるようになるメリットがある． 

 
第 5 章では，開発した Web 応答型のアクティビティ・シミュレーターを用い

ることの有効性を検証するために．当時時差出勤制度を導入していなかった官

公庁の自動車通勤者を対象に，時差出勤に関する意向を尋ねる調査を行った．

シミュレーターの利用前後で同一の時差出勤に関する意向を尋ねた．その結果，

勤務形態変更時のスケジュールや余暇活動の実行可能性の認知は必ずしも正確

になされておらず，シミュレーターを用いることで，勤務形態の変更による個

人の活動への影響がより正確に認知され，アクティビティのマネジメントが効

率的に行えることが示された．次に，勤務形態の変更に関するニーズが明らか

になった．時差出勤制の導入は，既存事例では同じ人が毎日行うような時差出

勤制度の導入が多いものの，今回の調査から週 1 回などといった部分的な導入

を希望するニーズが多いことが明らかになった．また勤務時間帯の繰り上げ，

繰り下げという観点からは，どちらも同等程度のニーズがあり，時差出勤制が

導入されても一切利用したくない（毎日現状の定時勤務が良い）とした人は意

外に少ないものであることが示された． 後に，勤務形態の変更の導入が個人

の生活にどのように影響するのか分析した．具体的には，勤務時間帯を変更し

た場合の現状の活動の実行可否や追加的な活動の実行可否に影響がでて，その

結果が時差出勤に関する意向に大きな影響を与えていることを明らかにした． 

 

以上により,本研究では，時間的分散を伴う TDM 施策の適切な評価のために，

施策導入時の個人の活動機会への影響を認知させ，個人が受容できるスケジュ

ールを提示する手法の開発を行い，その有用性を明らかにした．さらに，TDM
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施策のケーススタディとして取り上げた時差出勤制に関する選好の分析を行い，

望ましい時差出勤制の導入方法についての新たな知見を得た． 
 

 



 - 102 -

6.2 今後の課題と展望 

 
 本研究によって上記のような知見が得られた．本節では，本研究に関する今

後の課題と将来的な発展可能性をまとめる． 

 
 
6.2.1 アクティビティ・マネジメントの概念の拡張 

 

ライフスタイル・マネジメント 

 
近年個人の生活の質・QOL（Quality Of Life）が重要視されるようになって

きている．個人の生活の質をより高めるという観点から考えると，今後はアク

ティビティのマネジメントに加えて，個人のライフスタイル全体のマネジメン

トを行うことが望ましいと考えられる．すなわち，スケジュールのうち，活動

の実行可否や活動・移動の各時刻だけではなく，スケジュールの健康に関する

指標，環境に関する指標，家族と過ごす時間に関する指標など，個人に合わせ

たより多様な指標を用いてライフスタイルのマネジメントが行えると望ましい

と思われる．また，このマネジメントが，社会の交通問題を解決するためだけ

ではなく，個人が自発的に行うようになることが望ましい．そのためには，使

いやすい，使って楽しい，使って有意義な情報が得られると感じるようなシミ

ュレーターの開発も必要であろう． 

 
社会全体のアクティビティ・マネジメント 

 
 本研究では，個人のアクティビティのマネジメントが行えるツールを開発・

適用を行った．その結果，個人のアクティビティは望ましい方向へマネジメン

トができることがいえた．一方でこのような個人のスケジュールの変更が，社

会にとって望ましい方向へマネジメントになる場合とそうでない場合が散見さ

れた．したがって，個人のアクティビティ・マネジメントをうまく利用できれ

ば，個人のマネジメントだけでなく，社会のマネジメントができる可能性を秘

めている．モビリティ・マネジメントのような，社会にも個人にも望ましいア

クティビティのマネジメントができると思われる． 
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6.2.2 アクティビティ・マネジメントの適用範囲の拡大と交通行動分析の深化 

 

勤務形態の変更を行う際の業務面のアクティビティ・マネジメント 

 

 勤務形態変更には，通勤面，業務面，生活面の各課題があることは第 1 章で

述べた．本研究では，そのうち通勤面，生活面の課題を合理的に評価できるア

クティビティ・シミュレーターを開発し適用した．残りの業務面の課題を克服

するためには，まずどのような部署でどのような勤務形態が導入可能なのか，

また導入する場合の制約条件，例えば窓口の業務がありシフトを組めば可能な

場合など，はどうなのかといった調査が望まれる．また，個人の受容できるよ

うな勤務形態を導入する場合，管理が大変であるといった問題も指摘される．

新たな勤務形態を導入した場合の，個人にとっても業務にとっても望ましいよ

うな各個人の 適な勤務パターンを算出できるようなシステムも必要になるで

あろう． 

 
時差出勤以外の勤務形態変更へ拡張 

 
 今回は時差出勤制度にアクティビティ・マネジメントを適用したが，これは

フレックスタイム制・圧縮勤務制・裁量労働制など他の勤務形態にも適用可能

である．適用するにあたり，技術的に課題になることは次節で述べる． 

 
様々な交通問題への適用 

 
 本研究では，時間的分散を伴う TDM 施策の適用が十分進んでいないという問

題意識でアクティビティ・マネジメントの重要性を説いたが，アクティビティ・

マネジメントは時間的分散を伴う TDM 施策以外にも様々な交通問題へ応用が

可能である． 
例えば，近年では過疎地域や地方都市でバスなどの公共交通機関の利用者が

減り，便数の削減が起こっている．その結果，個人が生活に必要な買い物がで

きない，病院へ通えないといった問題が起きている．一方で，運行コスト，乗

務員や車両の確保などの問題から公共交通の便数が増やせないことから，少な

い頻度の公共交通でいかに個人の活動が達成できるかが重要になる．そこで，

個人が公共交通の運行時刻に合わせたアクティビティ・マネジメントを行うこ

とや，公共交通の運行計画を行う際の評価として計画変更時のアクティビテ

ィ・マネジメントを行うことは重要であり，有効な手段であると考えられる． 
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交通行動分析の深化 

 
 アクティビティ・マネジメントを行い，個人のスケジュールが調整できるこ

とは，重要なことである．一方で，交通計画を行う際に，スケジュールの構築

の要因を分析し，その効用を計測することは，その施策の是非を評価・判定の

材料となるため重要である．本研究で用いたような個人とコミュニケーション

をとるような調査は，スケジュールの要因の分析や効用の計測に適している．

今後はシミュレーター等を用いて，より詳細なスケジュールの要因の分析や効

用の計測を行う必要があろう． 

 
 
6.2.3 アクティビティ・シミュレーターと調査方法の改良 

 
フレームワークの改良 

 
本研究では，活動の実行可否を判定し，実行可能な場合には，スケジュール

の情報を，自宅滞在時間，起床・就寝時刻，トリップの各発着時刻，渋滞情報

に限定して提示をした．この方法で，自宅外の時空間上の制約はかなり正確に

捉えることができたと考えられる．しかしその一方で，自宅内の活動の制約や

世帯の他メンバーによる制約などは今回のシミュレーターからは捉えることが

できないという課題がある．例えば，希望する追加活動として，家族団らんが

多くあげられていたが，家族団らんをするためにはどのような制約があるのか，

どのようにスケジュールを変更すれば家族団らんの時間が増やせるのかなどの

分析ができるようなフレームワークの提供が必要である．Jones の示した分析の

段階性において，より深いレベルのフレームワークをもったシミュレーターの

開発が，交通行動のより深い理解やより適切な政策の評価に必要であると考え

られる．ただし，自宅外の活動に絞ったシミュレーターでも膨大な情報量から

意思決定に有益であると思われる情報を取り出して提示しているため，膨大な

情報量をどのように制限し，かつ現実味を持たせるかというのは大きな課題で

あると考えられる． 

 
1 日よりも長い期間への拡張 

 
 アクティビティ・マネジメントを他の勤務形態にももちろん適用可能である

ことは前節で述べた．しかし，圧縮勤務制や裁量労働制のような変形労働制に

導入する場合には，現状の 1 日ベースのシミュレーターをもっと長いスパンベ
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ース（例えば，1 週間）に改良する必要がある．1 日ベースでも代替スケジュー

ルのパターンが多く代表スケジュールを提示していることや，情報量をかなり

限定して提示しないとならなかったため，これを拡張しようとした場合膨大な

代替スケジュールからどのように個人の受容できるスケジュールを抽出し提示

するのか，膨大な情報をどのように限定して提示するのかが課題となろう． 

 
スケジュール調整の試行錯誤を Web 応答型で行う技術の改良 

 
 本研究では，現実的であろうと考えられているスケジュールを調査実施側が

調査協力者に提示をしている．この提示されたスケジュールはある程度妥当性

があることを示しているが，調査協力者にとっての 適なスケジュールではな

い可能性がある．そこで，スケジュール調整の試行錯誤をシミュレーター上で

行えるようにすることが考えられる．Jones et al.の HATS や Ohmori et al.によ

る SMAP は試行錯誤のできるシステムである．これらを Web 上で行うことに

よって，試行錯誤の履歴のログがとれ，どのようにスケジュール調整が行われ

ているのかより深い理解が得られるものと考えられる．SP 調査に利用する場合

も，政策に対してどのような対応をとるのか，より現実的な意向を捉えられる

と思われる．課題としては，より複雑な調査になるため，Web 応答型で媒体の

みが調査協力者に接触する CASI 方式で行うには，利用のしやすさに工夫が必

要であると思われる． 

 
API で利用できるツールの拡大による改良 

 
 本研究では Google Maps API を用いており，自動車の所要時間は，直線距離

から算出する方法をとっている．公共交通に関してはまだデータがないため，

路線図と時刻表を用いて，公共交通ネットワークを構築した．現在，道のりを

計測するツールや実際の渋滞情報を反映するツールや公共交通に関するデータ

が公開されていないからである．しかし，Google 社では API でない一般の地図

機能には，道のりの計算やより現実的な所要時間，さらにアメリカの一部都市

においては渋滞情報も提示をしている（2010 年現在）．これらの情報は将来的

に API で用いられるようになる可能性が高いと思われる．現在でも，カーナビ

や駅すぱーと，乗り換え案内などといった交通に関する検索システムは日々進

化を遂げており，これらのシステムと統合が可能になれば，より現実的な交通

情報提供ができると考えられる． 
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付録 B 第 5 章調査画面 



 



 



 



 

 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

 

 

 



 



 
 

 


